
令和５年 10 ⽉２⽇ 
⽇本原燃株式会社 

溢⽔に係る「構造設計等と解析・評価等で⽰す事項」及び 
「DB/SA の類似となる設計⽅針」の考え⽅について 

１． 概要（⽬的） 
共通 12 本体の説明グループ・設計説明分類案の考え⽅に基づき，説明グループ 2（溢⽔関係）

の資料２を作成するにあたり，主条⽂である溢⽔（12 条）の基本設計⽅針・要求種別（溢⽔ 00
別紙２を参照）を踏まえ，説明すべき事項を抽出し、「構造設計等と解析・評価等で⽰す事項」（添
付 1）を整理した。加えて，SA 設備の設計は，DB 設備の設計に準じた設計としているため，DB 設
備と SA 設備の基本設計⽅針を⽐較するとともに，DB で説明すべき事項と合わせて SA の追加事項
を整理したので，整理内容と考え⽅を説明する。 

２． 溢⽔に係る「構造設計等と解析評価等で⽰す事項」の整理の考え⽅（添付１） 
 基本設計⽅針を踏まえて「設計項⽬」を漏れなく抽出するとともに，設計説明分類毎の基本設計

⽅針に記載された設計要求（説明すべき事項）を整理する。 
（１） 整理⼿順

 12 条溢⽔の基本設計⽅針に対して，「溢⽔ 00 別紙２」の要求種別を参考に冒頭宣⾔，
定義，運⽤要求に係るものを判別したうえで，「溢⽔ 00 別紙２」を参照して，基本設計⽅
針に紐づく「主な設備」から，当該の基本設計⽅針と関係する設計説明分類を特定し，設計
説明分類ごとに設計要求を記載する。

 溢⽔の基本設計⽅針・要求種別から設計項⽬・評価を抽出し、対象設備に着⽬し、以下の
３項⽬に分類し、整理を⾏う。
「１．評価条件となる溢⽔源・溢⽔量及び溢⽔防護区画・経路」（以下、「1.評価条件」）
「２．防護対象設備の溢⽔影響評価・防護⽅針」（以下、「2.評価(防護⽅針)」）
「３．溢⽔対策設備」（以下、「3.対策設備」）

 溢⽔の評価プロセス上、溢⽔源，溢⽔防護区画・経路及び溢⽔対策設備もすべて防護対象
設備の評価条件となるため、上記３項⽬の設計項⽬・評価が相互に関係している。そのため、
説明すべき設計項⽬・評価が重複しないよう、どの項⽬で何を説明するのか整理する必要があ
る。

「1. 評価条件」の整理 
(ア) 溢⽔源・溢⽔量
 配管の想定破損等の「溢⽔源」は、溢⽔源となる設備の耐震補強等を踏まえ、溢⽔源の

箇所・溢⽔量を設定するため、構造設計で説明する必要がある。また、溢⽔量を低減する
ための検知・隔離システムなどの対策設備についても構造設計等を説明する必要があるが、
「3.対策設備」で合わせて説明する。

 耐震補強等を⾏い、溢⽔源から除外した配管についても構造を説明する。
 消⽕設備による放⽔等に関しては、消⽕設備の構造・配置に関する設計を説明グループ５

で説明し、評価条件として放⽔量や放⽔時間を設定する。（消⽕設備の評価条件の妥
当性を説明するまでに、説明グループ５で消⽕設備の構造設計等の妥当性を説明する。）
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 燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の構造等は、「3.対策設備」で合わせて説明
し、スロッシング量及び溢⽔量を評価する。

(イ) 溢⽔防護区画及び経路
 溢⽔防護区画及び経路を形成するために講じた壁（貫通部⽌⽔措置），扉（⽔密扉、

防⽔扉）及び堰等の対策設備に関する構造は、「3.対策設備」で合わせて説明し、溢⽔
防護区画及び溢⽔経路を設定する。

 溢⽔防護区画及び経路に合わせて、制御室、アクセス通路部についても設定する。制御室
に関する設定は、説明グループ４の制御室等の前提条件とする。

「2. 評価(防護⽅針)」の整理 
 防護対象設備に対する溢⽔影響評価は、「1.評価条件」との位置関係で溢⽔⽔位等の

評価が決まるため、防護対象設備との位置関係を「システム設計」として説明する（「1.評
価条件」における溢⽔源や防護区画及び経路の配置に関する設計も合わせて説明）

 防護対象設備⾃体の機能喪失⾼さ及び被⽔，蒸気に対する耐性に係る構造を説明し、
解析・評価に係るパラメータ等の条件を評価条件として説明する。

 燃料プールのスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の配置を踏まえ、燃料プールの⽔位（給⽔・遮
蔽機能への影響）を評価する。

 屋外溢⽔源からの建屋流⼊防⽌は、「1.評価条件」で設定した溢⽔防護区画及び経路
の配置を踏まえ、評価する。

「3. 評価(防護⽅針)」の整理 
 対策設備全般において、対策設備の構造及び機能に係るシステムをそれぞれ「構造設計」、

「システム設計」で説明する。
 対策設備の配置は、「1.評価条件」の前提条件であるが、最終的に「2.評価」の「システム

設計」として、まとめて説明する。

（２） 整理結果
上記の考え⽅を踏まえ、添付１に整理結果を⽰すとともに、参考資料でイメージ図を⽰す。

３． DB/SA の類似となる設計⽅針の整理（添付２） 
SA 設備の基本設計⽅針は，外部衝撃等の想定される環境条件に対して建屋に収納する等，他

設備による防護を期待するか，⾃ら耐える設計とする⽅針としており，これは設計基準に準じた防護設
計を実施することを前提としたものである。 

そのため共通１２において，DB 設備と SA 設備の設計要求内容をまとめて説明することが可能であ
ることを⽰すため，添付２の整理では，設計要求等が詳細に展開されている設計基準の基本設計⽅
針の１フレーズごとに対応する SA 設備の基本設計⽅針を紐づけた上で，SA 設備としての設計の具体
を設計基準を参照して展開することで，SA 設備の防護設計が設計基準に準じて実施されていることを
確認する。 

（１） 整理⼿順
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 ⽐較する SA 設備の基本設計⽅針は，「外部衝撃等に対する設計に関する内容」を「多様
性・位置的分散」，「環境条件等」及び「悪影響防⽌」等から抽出する※。なお，「多様性・
位置的分散」の設計⽅針として明⽂化されている接続⼝の「環境条件等」に関する設計⽅針
は，常設 SA 設備に含めて整理することとする。（事業変更許可時の扱いを踏襲）

 この整理により DB 設備の設計要求内容と SA 設備の設計要求内容を紐づけし，DB 設備と
SA 設備の設計要求内容をまとめて説明できる範囲及び SA 設備として差分説明が必要な設
計要求内容を明らかにする。

※SA 設備に関する設計⽅針のうち，「個数及び容量」及び「操作性・試験検査性」に関する
要求内容は，設備⾃⾝の設計上の配慮によって達成されるものであり外部衝撃等の影響に
因らないことから抽出の対象から除外する。

（２） 整理結果
a．SA 設備の外部衝撃等に対する設計の基本的な考え⽅

DB 設備と SA 設備の基本設計⽅針を⽐較するにあたって、SA 設備の基本設計⽅針は事
業変更許可の第３３条の整理を踏まえて「新設，安重と兼⽤、⾮安重と兼⽤、可搬」ごとに
DB 設備の考え⽅に合わせて構築しているが、⼀部、想定する外部衝撃等と重⼤事故の発⽣
の関係性や可搬型設備の特徴を考慮した設計⽅針としている箇所があることから、これらにつ
いての基本的な考え⽅を以下のとおり整理した。 

SA 設備の特徴を踏まえた整理にあたっては，外的 SA 設備と内的 SA 設備では，想定す
る外部衝撃等と重⼤事故の発⽣の関係性の扱いに考え⽅の違いがあることからこれらを分けて
考え⽅を整理するとともに，これらの考え⽅に基づく設計⽅針を添付２へ展開する。 

(a)外的 SA 設備
外的事象を要因とする重⼤事故等に対処する SA 設備（外的 SA 設備）は，外部衝

撃等に対して⾃ら耐える⼜は防護設備により機能を維持する設計とすることを基本とする。 
ただし，考慮する外部衝撃等と重⼤事故等の発⽣の因果関係を考慮し，以下の設計に

より重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

①考慮する外部衝撃等が重⼤事故等の発⽣の要因に関連する場合（溢⽔に該当あり）
外部衝撃等のうち重⼤事故等の発⽣の要因となる地震、⽕⼭及びこれらに随伴し

て発⽣する地震随伴溢⽔（没⽔、被⽔）、地震随伴⽕災に対しては、当該事象と
重⼤事故等の発⽣に関連性があることを踏まえ，常設 SA 設備は必要数（予備を
有するものは予備も含む（例︓凝縮器と予備凝縮器、接続⼝等））を，可搬型
SA 設備は必要数＋予備（2n）を防護対象とする。 

②考慮する外部衝撃等が重⼤事故等の発⽣の要因に関連しない場合（溢⽔に該当あ
り）

外部衝撃等のうち重⼤事故等の発⽣の要因とならない⻯巻、溢⽔（想定破損）
等に対しては，当該事象によって SA が発⽣しないことから，当該事象の発⽣以降，
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重⼤事故等が発⽣するまでに SA 設備の機能を回復させることで重⼤事故等への対
処に必要な機能を確保できる。 

以上の特徴を踏まえ、以下の設計対応を⾏う。 
(イ) 常設 SA 設備

常設 SA 設備は，外部衝撃等により構造的に破壊されるような損傷モードに対
しては，復旧措置が困難となるため必要数（予備を有するものは予備も含む）を
防護することを基本とする。ただし，機能上及び構造上の特徴から防護措置を講
ずることができず，⾃らの構造健全性を確保できない設備については，当該設備
の損傷と重⼤事故等の発⽣に関連性がないこと，予備品への交換または修復の
容易性を確保することを前提として，外部衝撃等により機能喪失した場合は予備
品等による復旧措置を⾏うことにより速やかに機能を復旧させる。 
（例︓通⽔のための接続⼝は、SA の発⽣と関連性のない想定破損による没⽔に
対して，⽔が接続⼝に侵⼊しない措置を講じた上で，⽔を除去する措置を講じて
機能を復旧させる。） 
➡下線部が添付２の溢⽔ 26，溢⽔ 30 に⽰す屋内新設常設 SA 設備の設計
⽅針の前提となる考え⽅である。

(ロ) 可搬型 SA 設備
可搬型 SA 設備は，必要数及び予備を互いに異なる保管場所に 100m 以上

の距離を確保して分散して保管することにより，外部衝撃等による同時機能喪失
を回避することができる。また，汎⽤品であり調達が容易であり，保管場所からの
移動が可能という特徴を有していることを踏まえると，外部衝撃等により構造的に
破壊されるような損傷モードに対しても必要数（１ｎ）を確保でき，重⼤事故等
への対処に必要な機能の最低ラインは維持できること，重⼤事故等が発⽣するま
でに損傷した予備品を調達することで可搬型設備の信頼性の復旧が図れることを
踏まえ，可搬型 SA 設備は必要数＋予備（2n）を防護することを基本としつつ，
防護が困難な場合であっても必要数（１ｎ）を確保する設計とする。 
➡下線部が添付２の溢⽔ 30 に⽰す屋内可搬 SA 設備の設計⽅針の前提とな
る考え⽅である。

(b)内的 SA 設備（溢⽔に該当あり）
内的事象を要因とする重⼤事故等に対処する SA 設備（内的 SA 設備）は，外

部衝撃等に対して耐性を有する設計とすることを基本とする。 
ただし，安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼⽤する内的 SA 設備

は，考慮する外部衝撃等と内的事象を要因とする重⼤事故等の発⽣に関係性がない
ことを考慮し，代替設備による機能確保、⼯程停⽌、設備復旧等の措置により機能を
損なわない設計とする。 

内的 SA 設備のうち新設するものは，外部衝撃等に対して耐性を有する設計とする
ことを基本とした上で，外部衝撃等により機能が損なわれた場合には，重⼤事故等の
発⽣の可能性を排除するため⼯程を停⽌し，必要な機能の回復が図られるまでの間，
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再処理運転を停⽌する運⽤とすることで重⼤事故等への対処に必要な機能を必要とし
ない状態を維持する設計とする。 
➡下線部が添付２の溢⽔ 26 に⽰す屋内新設常設 SA 設備の設計⽅針の前提とな

る考え⽅である。

b．設計要求内容の⽐較結果 
a．に⽰す考え⽅をもとにとして添付２を整理した結果、以下の点が DB と SA で異なる

ことを確認した。 
 放射性物質を含む腐⾷性の液体(溶液，有機溶媒等)を内包する配管の全周破断

による溢⽔の想定（溢⽔ 10,12）
 1.2Ss に対する溢⽔源の設定（溢⽔ 15,16,18,19,20）
 スロッシングによる溢⽔源として第１・２保管庫・貯⽔所（貯⽔槽）の考慮（溢⽔

19,20,31,32）
 SA の発⽣と関連性のない想定破損による溢⽔（没⽔）に対して，接続⼝への⽔の

侵⼊防⽌を図った上で，⽔を除去することで機能復旧を図る点。（溢⽔ 26）
 SA の発⽣と関連性のない想定破損による蒸気漏えいに対して，予備品により機能

復旧を図ることで機能を維持する点。（溢⽔ 30）
 使⽤済燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる漏えい量を速度ポテンシャル理論

に基づき算出する点。（溢⽔ 31,32）

相違内容は DB 設備の防護条件，防護⽅法に相反する⼿法ではなく SA としてプラス
される条件・⽅法であること及び SA 設備の⼤多数が DB 設備の防護⽅法と同じであること
を踏まえると，共通１２では DB 設備と SA 設備の設計要求内容をまとめて説明すること
が可能であり，上述の相違点は差分として説明することが合理的であると考える。 

以上 
添付１  ︓設計項⽬整理表 
添付２  ︓安全審査 整理資料 第 33 条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料 2-2 に基づく

溢⽔に関する DB/SA ⽐較表 
参考資料︓溢⽔（12 条）構造設計等と解析・評価等の整理（イメージ図）他 

5



第12条溢⽔による損傷の防⽌　設計項⽬整理表 添付１

No. 第12条溢⽔　基本設計⽅針 建物・構築物 屋内_機器・配管 屋外_機器・配管 溢⽔対策設備

1

第1章　共通項⽬
6.　再処理施設内における溢⽔による損傷の防⽌
6.1 　溢⽔から防護する設備及び設計⽅針
安全機能を有する施設は，再処理施設内における溢⽔の発⽣によりその安全機能
を損なうおそれがある場合において，防護措置その他の適切な措置を講じることによ
り，溢⽔に対して安全機能を損なわない設計とする。

5
なお，溢⽔評価の条件に⾒直しがある場合は，溢⽔評価への影響確認を⾏うこと
を保安規定に定めて，管理する。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.26〜34で展開する。）

（定義）

（運⽤要求）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.2〜3で展開する。）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.26〜34で展開する。）

（定義）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.7〜21で展開する。）

（定義）

（運⽤要求）

2

ここで，安全機能を有する施設のうち，安全評価上機能を期待する安全上重要な
機能を有する建物・構築物，系統及び機器を溢⽔から防護する設備(以下「溢⽔
防護対象設備」という。)とし，これらの設備が，没⽔，被⽔及び蒸気の影響を受
けて，その安全機能を損なわない設計(多重性⼜は多様性を有する設備が同時に
その安全機能を損なわない設計)とする。

3

溢⽔防護対象設備以外の安全機能を有する施設は，溢⽔による損傷を考慮し
て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上⽀障のない期間での修理
の対応を⾏うこと⼜はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわ
ない設計とする。
また，上記の施設に対する損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間での修理を⾏うことを保安規定に定めて，管理する。

6

6.2 　考慮すべき溢⽔事象

(1)　溢⽔の影響を評価するために想定する機器の破損等により⽣じる溢⽔(以下
「想定破損による溢⽔」という。)
(2)　再処理施設内で⽣じる異常状態(⽕災を含む。)の拡⼤防⽌のために設置さ
れる系統からの放⽔による溢⽔(以下「消⽕⽔等の放⽔による溢⽔」という。)
(3)　地震に起因する機器の破損等により⽣じる溢⽔(燃料貯蔵プール・ピット等のス
ロッシングにより発⽣する溢⽔を含む。)(以下「地震起因による溢⽔」という。)
(4)　その他の要因(地下⽔の流⼊，地震以外の⾃然現象，誤操作等)により⽣じ
る溢⽔(以下「その他の溢⽔」という。)
溢⽔源となり得る機器は，流体を内包する配管及び容器(塔，槽類を含む。)と
し，設計図書(施⼯図⾯等)及び必要に応じ現場確認等により抽出を⾏ったうえ，
耐震評価及び応⼒評価を踏まえ選定する。なお，「7.3　設計上考慮すべき化学
薬品の設定のための⽅針」の「7.3.1　漏えいによる影響を検討する化学薬品及び
構成部材の抽出」に⽰す化学薬品についても，機器等に内包される液体であること
を踏まえ，ここで溢⽔源として想定する。

4

溢⽔防護対象設備が溢⽔により安全機能を損なわない設計であることを確認するた
めに，再処理施設内において発⽣が想定される溢⽔の影響を評価(以下「溢⽔評
価」という。)する。
また，溢⽔評価に当たっては，運転時の異常な過渡変化⼜は設計基準事故に対
処するために必要な機器の単⼀故障を考慮しても異常事象を収束できる設計とす
る。
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8
また，破損を想定する配管は，内包する流体のエネルギに応じて，⾼エネルギ配管
⼜は低エネルギ配管に分類する。

9

配管の破損形状の想定に当たっては，⾼エネルギ配管は，原則「完全全周破
断」，低エネルギ配管は，原則「配管内径の1/2の⻑さと配管⾁厚の1/2の幅を有
する貫通クラック(以下「貫通クラック」という。)」を想定する。

11
応⼒評価の結果により破損形状の想定を⾏う場合は，評価結果に影響するような
減⾁がないことを確認するために継続的な⾁厚管理を実施することを保安規定に定
めて，管理する。

12

溢⽔源として設定する配管の破損箇所は溢⽔防護対象設備への溢⽔の影響が最
も⼤きくなる位置とし，溢⽔量は，異常の検知，事象の判断及び漏えい箇所の特
定並びに現場⼜は中央制御室，使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設の制御
室からの隔離(運転員の状況確認及び隔離操作を含む。)により漏えい停⽌するまで
の時間を適切に考慮し，想定する破損箇所からの流出量と隔離後の溢⽔量として
隔離範囲内の系統の保有⽔量を合算して設定する。

（蒸気遮断弁の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.40で展開す
る。）
（漏えい検知器及び液位計の設計，評
価については，基本設計⽅針No.42で展
開する。）

13
なお，⼿動による漏えいの停⽌のために現場等を確認し操作することを保安規定に
定めて，管理する。

（屋内消⽕栓については，構造設計等を
第11条で説明する。(説明グループ５)）

〇評価
・単位時間当たりの放⽔量と放⽔時間を
基とした溢⽔量を評価する。

（運⽤要求）

（流体を内包する系統に対する溢⽔源の設定については，基本設計⽅針No.12で
展開する。）

14

6.3.2 　消⽕⽔等の放⽔による溢⽔
消⽕⽔等の放⽔による溢⽔は，溢⽔防護対象設備が設置されている建屋(以下
「溢⽔防護建屋」という。)内において，⽔を使⽤する消⽕設備である屋内消⽕栓
及び⽔噴霧消⽕設備を溢⽔源として設定する。その他，消⽕設備ではないが，消
⽕活動に供する設備として，⽔を噴霧する連結散⽔からの放⽔を溢⽔源として設定
する。
消⽕⽔等の放⽔による溢⽔量については，消⽕設備及び消⽕活動に供する設備
からの単位時間当たりの放⽔量と放⽔時間から設定する。

（運⽤要求）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は各条の基本設計⽅針で展開する。）

（定義）

（定義）

10

ただし，配管破損の想定に当たって，詳細な応⼒評価を実施する場合は，発⽣応
⼒と許容応⼒の⽐による応⼒評価の結果に基づく破損形状を想定する。
⾼エネルギ配管については，ターミナルエンド部を除き，発⽣応⼒が許容応⼒の0.8
倍を超える場合は「完全全周破断」，0.4倍を超え0.8倍以下であれば「貫通クラッ
ク」を想定し，0.4倍以下であれば破損は 想定しない。
また，低エネルギ配管については，発⽣応⼒が許容応⼒の0.4倍を超える場合は
「貫通クラック」を想定し，0.4倍以下であれば破損は想定しない。

7

6.3 　溢⽔源及び溢⽔量の設定
6.3.1 　想定破損による溢⽔
想定破損による溢⽔は，1系統における単⼀の機器の破損を想定し，溢⽔源となり
得る機器は流体を内包する配管とし，配管の破損箇所を溢⽔源として設定する。

（定義）

○構造設計
・溢⽔源設定における，発⽣応⼒と許容応⼒の⽐を評価するための配管の構造設計
*
(溢⽔源設定における,　配置設計については、No.26〜34で防護対象設備のシステ
ム設計として展開)
○評価
・発⽣応⼒と許容応⼒の⽐による応⼒評価による溢⽔源の破損形状を評価する。

○評価
・漏えい停⽌までの時間，隔離後の系統保有⽔量を考慮した溢⽔量を評価する。

(溢⽔源設定における配置設計については，No.26〜34で防護対象設備のシステム
設計として展開)

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No12で展開する。）
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17
溢⽔量の算出に当たっては，溢⽔が⽣じるとした機器について，溢⽔防護対象設
備への溢⽔の影響が最も⼤きくなるように評価する。

18

溢⽔源となる系統については全保有⽔量を考慮した上で，流体を内包する機器のう
ち，基準地震動Ｓｓによって破損が⽣じる可能性のある機器について破損を想定
し，その影響を評価する。この場合において，溢⽔源となる配管は，破損形状を完
全全周破断とし，溢⽔源となる容器は，全保有⽔量を溢⽔量として設定する。

〇評価
・流体を内包する機器の全保有⽔量を考
慮した溢⽔量を評価する。
・配管の破損形状は完全全周破断として
溢⽔量を評価する。

（緊急遮断弁の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.41で展開す
る。）

19

(2)　燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる溢⽔
燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる溢⽔については，基準地震動Ｓｓによ
る地震⼒により⽣じる燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる漏えい⽔を溢⽔
源として設定する。

（基準地震動Ｓｓによる地震⼒により⽣
じる燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシング
による漏えい⽔の溢⽔源の設定について
は，基本設計⽅針No.20で展開す
る ）

20

また，燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる溢⽔量については，基準地震動
Ｓｓによる地震⼒により⽣じるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の外への漏
えい量から設定する。

○評価
・基準地震動Ｓｓによる地震⼒により⽣じ
るスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット
等の外への漏えい量を評価する。

（⽌⽔板及び蓋の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.43で展開す
る。）

21

6.3.4 　その他の溢⽔
その他の溢⽔については，地震以外の⾃然現象やその波及的影響に伴う溢⽔，溢
⽔防護区画内にて発⽣が想定されるその他の漏えい事象を想定する。
具体的には，地下⽔の流⼊，降⽔のような再処理施設への直接的な影響と，⾶
来物等による屋外タンク等の破損のような間接的な影響，機器ドレン，機器損傷
(配管以外)，⼈的過誤及び誤作動を想定し，各事象において溢⽔源及び溢⽔
量を設定する。

〇評価
・地下⽔の流⼊に対する溢⽔量を評価す
る。
・機器ドレン，機器損傷（配管以外），
⼈的過誤及び誤作動に対する溢⽔源及
び溢⽔量の設定について評価する。

〇評価
・降⽔等の建物外部からの流⼊に対する
溢⽔量を評価する。
・⾶来物等による屋外タンク等の破損の想
定（第8条で具体の破損想定を説明）に
対する溢⽔源及び溢⽔量の設定について
評価する。

15

6.3.3 　地震起因による溢⽔
(1)　再処理施設内に設置された機器の破損による溢⽔
地震起因による溢⽔については，耐震Ｓクラス機器は基準地震動Ｓｓによる地震
⼒によって破損は⽣じないことから，流体を内包する系統のうち，基準地震動Ｓｓ
による地震⼒に対する耐震性が確認されていない耐震Ｂ，Ｃクラスに属する系統を
溢⽔源として設定する。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.16〜18で展開する。）

〇構造設計
・耐震重要度に応じた耐震設計（第6条で構造設計等を説明する。）

○評価
・耐震重要度に応じた耐震の条件を踏まえた溢⽔源の設定について評価する。（耐震
計算書）

（B,Cクラスの溢⽔源除外機器，配管の具体の設計は基本設計⽅針No.16，溢⽔
源とする機器，配管の具体の設計は基本設計⽅針No.18で説明する。）

16

ただし，耐震Ｂ，Ｃクラスであっても基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性
が確保されるものについては，溢⽔源として設定しない。 （定義）

○構造設計
・耐震Ｂ,Ｃクラス機器，配管について，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震
性を確保するための構造の変更箇所の設計

○評価
・溢⽔源として設定しない機器，配管の基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対する耐震
性を評価する。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.18で展開する。）
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22

6.4 　溢⽔防護区画及び溢⽔経路の設定
溢⽔評価に当たっては，溢⽔防護区画を以下のとおり設定する。
(1) 溢⽔防護対象設備が設置されている区画
(2) 中央制御室，使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設の制御室
(3) 運転員が，溢⽔が発⽣した区画を特定するためにアクセスする通路部⼜は必
要により隔離等の操作が必要な設備にアクセスする通路部

23

溢⽔防護区画は，壁，扉，堰，床段差等⼜はそれらの組合せによって他の区画と
分離される区画として設定する。
溢⽔評価に当たっては，溢⽔の影響を受けて，溢⽔防護対象設備の安全機能を
損なうおそれがある⾼さ(以下「機能喪失⾼さ」という。)及び溢⽔防護区画を構成す
る壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえ，溢⽔防護区画内の⽔位が最も
⾼くなるように，より厳しい結果を与える溢⽔経路を設定する。

（壁，扉，堰，床段差等の設計，評価
については，基本設計⽅針No.37で展開
する。）

24
また，消⽕活動により区画の防⽔扉及び⽔密扉を開放する場合は，開放した防⽔
扉及び⽔密扉からの消⽕⽔の伝播を考慮する。

（防⽔扉，⽔密扉等の設計，評価につ
いては，基本設計⽅針No.37で展開す
る。）

25
防⽔扉及び⽔密扉については，閉⽌運⽤を保安規定に定めて，管理する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.35〜44で展開す
る。）

（運⽤要求）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.35〜44で展開する。）

（溢⽔防護区画の具体の評価は，基本設計⽅針No.23,24で説明する。）

○評価
・壁，扉，堰，床段差等⼜はそれらの組合せによる溢⽔防護区画の設定について評
価する。
・壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえた溢⽔経路の設定について評価する。
（制御室，アクセス通路部を含む）

○評価
・消⽕活動により解放する防⽔扉等を踏まえた溢⽔経路の設定について評価する。

○システム設計
・溢⽔防護対象設備と溢⽔源，溢⽔量，溢⽔防護区画及び溢⽔経路の位置関係
に関する設計

○構造設計
・溢⽔防護対象設備の機能喪失⾼さに係る構造設計

○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出した溢
⽔⽔位を評価する。
・溢⽔防護対象設備の機能喪失⾼さを設定し，溢⽔対策設備による溢⽔の流⼊防
⽌と溢⽔量の低減を考慮したうえで，溢⽔防護対象設備が没⽔の影響により安全機
能を損なわないことを評価する。

26

6.5 　溢⽔防護建屋内で発⽣する溢⽔に関する溢⽔評価及び防護設計⽅針
6.5.1 　没⽔の影響に対する評価及び防護設計⽅針
想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出した
溢⽔⽔位に対し，溢⽔防護対象設備が没⽔により安全機能を損なわないことを評
価する。
また，壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉等の設置による溢⽔防護区画外で
発⽣した溢⽔の流⼊を防⽌する対策及び漏えい検知器の設置による溢⽔量を低減
する対策により，溢⽔防護対象設備が没⽔により安全機能を損なわない設計とす
る。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，緊急遮断弁等の溢⽔対策設備の設計
⽅針については，第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔対策設備」に⽰す。
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27

6.5.2 　被⽔の影響に対する評価及び防護設計⽅針
想定した溢⽔源からの直線軌道及び放物線軌道の⾶散による被⽔，消⽕⽔等に
よる被⽔並びに天井⾯の開⼝部⼜は貫通部からの被⽔に対し，影響を受ける範囲
内にある溢⽔防護対象設備が安全機能を損なわないことを評価する。
また，被⽔の影響を受けないよう保護構造を有する設計，壁(貫通部⽌⽔処置を
含む。)，防⽔扉等の設置による溢⽔防護区画外で発⽣した溢⽔の流⼊を防⽌す
る対策及び溢⽔防護板の設置による発⽣した溢⽔の溢⽔防護対象設備への被⽔
を防⽌する対策により，溢⽔防護対象設備が被⽔により安全機能を損なわない設
計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，溢⽔防護板等の溢⽔対策設備の設計
⽅針については，第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔対策設備」に⽰す。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.35〜44で展開す
る。.）

28

消⽕⽔等の放⽔による溢⽔に対しては，溢⽔防護対象設備が設置されている溢⽔
防護区画において固定式消⽕設備等の⽔を⽤いない消⽕⼿段を採⽤することによ
り，被⽔の影響が発⽣しない設計とする。

（消⽕設備については，構造設計等を第
11条で説明する。(説明グループ５)）

〇評価
・⽔を⽤いない消⽕⼿段の採⽤を考慮した
うえで，溢⽔防護対象設備が被⽔の影
響により安全機能を損なわないことを評価
する。

29

なお，⽔を⽤いる消⽕活動を⾏う場合には，⽔を⽤いる消⽕活動による被⽔の影
響を最⼩限に⽌めるため，溢⽔防護対象設備に対して不⽤意な放⽔を⾏わないこ
とを消⽕活動における運⽤及び留意事項として保安規定に定めて，管理する。

30

6.5.3 　蒸気影響に対する評価及び防護設計⽅針
想定した溢⽔源からの漏えい蒸気の直接噴出及び拡散による影響を確認するため
に，空調条件や解析区画を設定して実施した解析結果を踏まえ，蒸気曝露試験
⼜は机上評価により溢⽔防護対象設備の健全性を確認することで，蒸気の影響に
より安全機能を損なわないことを評価する。
また，壁，扉等の設置による溢⽔防護区画外からの漏えい蒸気の流⼊を防⽌する
対策，⾃動で漏えい蒸気を隔離する⾃動検知・遠隔隔離システムの設置及びター
ミナルエンド防護カバーの設置による漏えい蒸気量を低減する対策並びに蒸気防護
板による漏えい蒸気の溢⽔防護対象設備への曝露を防⽌する対策により，溢⽔防
護対象設備が蒸気の影響により安全機能を損なわない設計とする。
⾃動検知・遠隔隔離システム，蒸気防護板等の溢⽔対策設備の設計⽅針につい
ては，第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔対策設備」に⽰す。

○システム設計
・溢⽔防護対象設備と溢⽔源の位置関
係に関する設計

○構造設計
・溢⽔防護対象設備の耐蒸気性に係る
構造設計

○評価
・空調条件や解析区画を設定した蒸気拡
散解析の実施及び蒸気曝露試験⼜は机
上評価を実施する。
・溢⽔対策設備による漏えい蒸気の流⼊
防⽌，漏えい蒸気量の低減及び蒸気の
暴露防⽌を考慮したうえで，溢⽔防護対
象設備が漏えい蒸気の直接噴出及び拡
散による影響により，安全機能を損なわな
いことを評価する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.35〜44で展開す
る。.）

（運⽤要求）

○システム設計
・溢⽔防護対象設備と溢⽔源の位置関係に関する設計

○構造設計
・溢⽔防護対象設備の保護構造に係る構造設計

○評価
・溢⽔防護対象設備の保護構造，溢⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影
響の防⽌を考慮したうえで，溢⽔防護対象設備が溢⽔源からの直線軌道及び放射
線軌道の⾶散による被⽔の影響により安全機能を損なわないことを評価する。
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第12条溢⽔による損傷の防⽌　設計項⽬整理表 添付１

No. 第12条溢⽔　基本設計⽅針 建物・構築物 屋内_機器・配管 屋外_機器・配管 溢⽔対策設備

〇システム設計
・燃料貯蔵プール・ピット等の構造，配置
及び⽌⽔板及び蓋の位置関係に関する
設計

〇評価
・⽌⽔板及び蓋による溢⽔量の低減を考
慮したうえで，基準地震動Ssによる地震
⼒により，燃料貯蔵プール・ピット等の外へ
漏えいする溢⽔量を三次元流動解析によ
り評価する。

（⽌⽔板及び蓋の設計，評価について
は，基本設計⽅針No.43で展開す
る。）

32

算出した溢⽔量からスロッシング後の燃料貯蔵プール・ピット等の⽔位低下を考慮し
ても，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却機能及び燃料貯蔵プール・ピット等への給⽔
機能が確保されることを確認し，それらを⽤いることにより適切な⽔温及び遮蔽に必
要な⽔位を維持できる設計とする。

〇評価
・スロッシング後の燃料貯蔵プール・ピット等
の⽔位が，燃料貯蔵プール・ピット等の冷
却機能及び給⽔機能が確保される⽔位で
あることを評価する。

33

6.6　屋外で発⽣する溢⽔に関する溢⽔評価及び防護設計⽅針
6.6.1　溢⽔防護建屋に対する溢⽔評価及び防護設計⽅針
 屋外で発⽣を想定する溢⽔が，溢⽔防護区画に流⼊しないことを評価する。
 また，屋外で発⽣を想定する溢⽔に対しては，屋外で発⽣を想定する溢⽔による
影響を評価する上で期待する範囲を境界とした溢⽔防護建屋内への流⼊を壁(貫
通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉等により防⽌する設計とすることにより，建屋内の
溢⽔防護対象設備が安全機能を損なわない設計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉等の溢⽔対策設備の設計⽅針について
は，第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔対策設備」に⽰す。

（壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔
扉等の設計，評価については，基本設
計⽅針No.37で展開する。）

34

6.6.2　屋外の溢⽔防護対象設備に対する溢⽔評価及び防護設計⽅針
屋外で発⽣を想定する溢⽔により，屋外の溢⽔防護対象設備が安全機能を損な
わないことを評価する。
また，屋外の溢⽔防護対象設備のうち，溢⽔の影響を受けるおそれのある部位に
対して，溢⽔⽔位を上回る機能喪失⾼さを確保すること，保護構造を有すること及
び机上評価にて健全性を確認することにより，屋外の溢⽔防護対象設備が没⽔，
被⽔及び蒸気の影響を受けて，安全機能を損なわない設計とする。

○システム設計
・屋外の溢⽔防護対象設備に対する溢⽔
源，溢⽔経路の位置関係に関する設計

○構造設計
・屋外の溢⽔防護対象設備の機能喪失
⾼さ及び保護構造に係る構造設計

○評価
・屋外の溢⽔防護対象設備に対する評価
条件を考慮したうえで，屋外の溢⽔防護
対象設備が没⽔，被⽔及び蒸気の影響
により安全機能を損なわないことを評価す
る。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.32で展開する。）

31

6.5.4 　燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシング後の機能維持に関する溢⽔評価及
び防護設計⽅針
基準地震動Ｓｓによる地震⼒によって⽣じるスロッシングにより，燃料貯蔵プール・
ピット等の外へ漏えいする溢⽔量を三次元流動解析により評価する。
その際，燃料貯蔵プール・ピット等の周囲に⽌⽔板及び蓋を設置することにより溢⽔
量を低減する設計とする。

〇システム設計
・屋外で発⽣を想定する溢⽔と溢⽔防護建屋(防護区画)の位置関係に関する設計

〇評価
・壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔扉等の評価条件を考慮したうえで，屋外から
流⼊量と溢⽔防護区画へ流⼊しないことを評価する。
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No. 第12条溢⽔　基本設計⽅針 建物・構築物 屋内_機器・配管 屋外_機器・配管 溢⽔対策設備

35

第2章　個別項⽬
7. その他再処理設備の附属施設
7.3　その他の主要な事項
7.3.5 溢⽔対策設備
溢⽔対策設備の設計に係る共通的な設計⽅針については，第1章　共通項⽬の
「2.　地盤」，「3.　⾃然現象等」，「5.　⽕災等による損傷の防⽌」，「6.　再処
理施設内における溢⽔による損傷の防⽌」，「7.　再処理施設内における化学薬品
の漏えいによる損傷の防⽌」及び「9.　設備に対する要求」に基づくものとする。

36

安全機能を有する施設は，再処理施設内における溢⽔が発⽣した場合において
も，安全機能を損なわない設計とする。
そのために，再処理施設内に設置された機器及び配管の破損(地震起因を含む。)
による溢⽔，再処理施設内で⽣じる異常状態(⽕災を含む。)の拡⼤防⽌のために
設置される系統からの放⽔による溢⽔⼜は燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングに
よる溢⽔が発⽣した場合においても，溢⽔対策設備により，溢⽔防護対象設備が
安全機能を損なわない設計とする。
また，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却機能及び燃料貯蔵プール・ピット等への給⽔
機能を維持できる設計とする。
溢⽔対策設備は，壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，⽔密扉，堰，床ド
レン逆⽌弁，溢⽔防護板，⾃動検知・遠隔隔離システム，ターミナルエンド防護カ
バー，蒸気防護板，地震計及び緊急遮断弁，漏えい検知器，液位計，⽌⽔板
並びに蓋で構成し，以下の設計とすることにより，溢⽔防護対象設備が溢⽔により
安全機能を損なわない設計とする。

37

(1) 壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，⽔密扉，堰及び床ドレン逆⽌弁
は，壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえて流⼊防⽌対策を図ることによ
り，溢⽔防護区画外の溢⽔に対して，流⼊を防⽌する設計とする。
また，溢⽔防護対象設備周囲に設置する堰は，溢⽔防護対象設備が没⽔しない
よう設置する設計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，⽔密扉，堰及び床ドレン逆⽌弁並びに
溢⽔防護対象設備周囲に設置する堰は，発⽣した溢⽔による⽔位や⽔圧に対し
て流⼊防⽌機能が維持できる設計とするとともに，基準地震動Ｓｓによる地震⼒
等の溢⽔の要因となる事象に伴い⽣じる荷重や環境に対して必要な当該機能が損
なわれない設計とする。

〇配置設計
・溢⽔防護対象設備周囲に設置する堰の
配置に関する設計

〇構造設計
・壁，防⽔扉，⽔密扉，⽔密ハッチ，堰
及び床ドレン逆⽌弁に対する耐震設計と
強度設計

〇評価
・壁，防⽔扉，⽔密扉，⽔密ハッチ，堰
及び床ドレン逆⽌弁に対する耐震評価と
強度評価

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.36〜44で展開する。）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.37〜44で展開する。）
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38

(2)　溢⽔防護板は，発⽣した溢⽔の溢⽔防護対象設備への被⽔を防⽌する設
計とし，溢⽔防護対象設備が被⽔により安全機能を損なわないよう設置する設計と
する。
溢⽔防護対象設備を覆う溢⽔防護板は，主要部材に不燃性材料⼜は難燃性材
料を⽤いて製作し，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性を有する設計及
び実機を想定した被⽔条件を考慮しても当該機能を損なわないことを被⽔試験等に
より確認する設計とする。

〇配置設計
・溢⽔防護板の配置に関する設計

〇構造設計
・溢⽔防護板の材質に関する設計
・溢⽔防護板に対する耐震設計

〇評価
・溢⽔防護板に対する耐震評価

40

(4)　蒸気防護板は，溢⽔防護対象設備が蒸気の影響により安全機能を損なわな
いよう，溢⽔防護対象設備に対して設置する設計とする。
蒸気防護板は，実機を想定した蒸気条件を考慮した耐蒸気性能を有する設計と
する。
蒸気防護板は，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性を有する設計並び
に蒸気配管の破損により⽣じる環境温度及び圧⼒に対して当該機能が損なわれな
い設計とする。

〇配置設計
・蒸気防護板の配置に関する設計（配置
しないことを説明）

〇構造設計
・蒸気防護板の耐震設計並びに環境温
度及び圧⼒に対する強度設計

〇評価
・蒸気防護板の耐震評価及び環境温度
及び圧⼒に対する強度評価

(3)　⾃動検知・遠隔隔離システム(温度検出器，蒸気遮断弁)は，蒸気影響を
緩和するため，蒸気の漏えいを検知し，⾃動で漏えい蒸気を隔離する設計とする。
溢⽔源となる⼀般蒸気等に設置する蒸気遮断弁は，隔離信号発信後10秒以内
に⾃動隔離する設計とする。
また，⾃動検知・遠隔隔離システムだけでは溢⽔防護対象設備の健全性が確保さ
れない場合には，破損想定箇所にターミナルエンド防護カバーを設置することで蒸気
影響を軽減する設計とする。

39

〇構造設計
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の環境温度及び圧
⼒に対する強度設計
・ターミナルエンド防護カバーの環境温度及
び圧⼒に対する強度設計

〇システム設計
・蒸気の漏えいを検知し，⾃動で漏えい蒸
気を隔離するためのシステムに関する設計

〇配置設計
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の配置に関する設
計
・ターミナルエンド防護カバーの配置に関す
る設計（配置しないことを説明）

〇評価
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の環境温度及び圧
⼒に対する強度評価
・ターミナルエンド防護カバーの環境温度及
び圧⼒に対する強度評価
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41

(5) 溢⽔防護建屋内⼜は建屋間(建屋外の洞道含む。)に設置する緊急遮断弁
は，制御建屋に設置する地震計からの信号で作動する⼜は弁の感震機構で作動
することにより，他建屋から流⼊する系統を隔離できる設計とし，溢⽔防護建屋内
で発⽣する溢⽔量を低減する設計とする。
地震計及び緊急遮断弁は，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性を有す
る設計とする。

〇システム設計
・制御建屋に設置する地震計からの信号
で作動する機構⼜は弁の感震機構により
系統を隔離するシステムに関する設計

〇構造設計
・地震計及び緊急遮断弁に対する耐震設
計

〇評価
・地震計及び緊急遮断弁に対する耐震評
価

42

(6) 漏えい検知器及び液位計は，溢⽔の発⽣を検知し，中央制御室，使⽤済
燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設の制御室からの⼿動遠隔操作⼜は現場操作によ
り漏えい箇所を早期に隔離できる設計とする。

〇構造設計
・漏えい検知器及び液位計の構造に関す
る設計（設⼯認として期待するもの）
・漏えい箇所を早期に隔離できる構造に関
する設計

〇システム設計
・漏えい検知システム及び制御室等からの
⼿動遠隔隔離システムに関する設計

43

(7) ⽌⽔板及び蓋は，燃料貯蔵プール・ピット等の周囲に設置することによりスロッ
シング⽔量を低減し，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却機能及び燃料貯蔵プール・
ピット等への給⽔機能が確保されることを確認し，それらを⽤いることにより適切な⽔
温及び遮蔽に必要な⽔位を維持できる設計とする。
⽌⽔板及び蓋は，地震，⽕災荷重及び環境条件に対して，スロッシング⽔量を低
減する性能が損なわれない設計とする。

〇構造設計
・⽌⽔板及び蓋の構造に関する設計
・⽌⽔板及び蓋のスロッシング⽔荷重に対
する強度設計及び耐震設計

〇配置設計
・⽌⽔板及び蓋の配置に関する設計

〇評価
・⽌⽔板及び蓋のスロッシング⽔荷重に対
する強度評価及び耐震評価

44
溢⽔対策設備については，保守点検等の運⽤を適切に実施することを保安規定に
定めて，管理する。 （運⽤要求）
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（1/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

溢⽔1

6.1 溢⽔から防護する設備及び設計⽅針
安全機能を有する施設は，再処理施設
内における溢⽔の発⽣によりその安全機能
を損なうおそれがある場合において，防護
措置その他の適切な措置を講じることによ
り，溢⽔に対して安全機能を損なわない設
計とする。

溢⽔2

ここで，安全機能を有する施設のうち，安
全評価上機能を期待する安全上重要な
機能を有する建物・構築物，系統及び機
器を溢⽔から防護する設備(以下「溢⽔防
護対象設備」という。)とし，これらの設備
が，没⽔，被⽔及び蒸気の影響を受け
て，その安全機能を損なわない設計(多重
性⼜は多様性を有する設備が同時にその
安全機能を損なわない設計)とする。

溢⽔3

溢⽔防護対象設備以外の安全機能を有
する施設は，溢⽔による損傷を考慮して，
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間での修理の対
応を⾏うこと⼜はそれらを適切に組み合わせ
ることにより，その安全機能を損なわない設
計とする。
また，上記の施設に対する損傷を考慮して
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間での修理を⾏う
ことを保安規定に定めて，管理する。

ただし，内的事象を要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全機能
を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故等
対処設備は，代替設備により必要な機能
を確保すること，安全上⽀障のない期間で
修理の対応を⾏うこと，関連する⼯程の停
⽌等⼜はこれらを適切に組み合わせることに
より，機能を損なわない設計とする。代替
設備により必要な機能を確保すること，安
全上⽀障のない期間で修理の対応を⾏うこ
と，関連する⼯程を停⽌すること等について
は，保安規定に定めて，管理する。

ただし，内的事象を要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全機能
を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故等
対処設備は，地震により機能が損なわれる
場合，代替設備により必要な機能を確保
すること，安全上⽀障のない期間で修理の
対応を⾏うこと，関連する⼯程の停⽌等⼜
はこれらを適切に組み合わせることにより，
機能を損なわない設計とする。代替設備に
より必要な機能を確保すること，安全上⽀
障のない期間で修理の対応を⾏うこと，関
連する⼯程を停⽌すること等については，
保安規定に定めて，管理する。

－ ー （運⽤要求） 該当する設備なし （運⽤要求） 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし （運⽤要求） 該当する設備なし

溢⽔4

溢⽔防護対象設備が溢⽔により安全機能
を損なわない設計であることを確認するため
に，再処理施設内において発⽣が想定さ
れる溢⽔の影響を評価(以下「溢⽔評価」
という。)する。
また，溢⽔評価に当たっては，運転時の
異常な過渡変化⼜は設計基準事故に対
処するために必要な機器の単⼀故障を考
慮しても異常事象を収束できる設計とす
る。

溢⽔5

なお，溢⽔評価の条件に⾒直しがある場
合は，溢⽔評価への影響確認を⾏うことを
保安規定に定めて，管理する。

（運⽤要求）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔26〜溢⽔34の重⼤事故等対処設備の設計⽅針で展開する。）

・重⼤事故等対処設備は，⼿順書の整
備，訓練・教育により，想定される重⼤事
故等が発⽣した場合においても，確実に操
作でき，事業指定(変更許可)申請書
「⼋、再処理施設において核燃料物質が臨
界状態になることその他の事故が発⽣した
場合における当該事故に対処するために必
要な施設及び体制の整備に関する事項」
ハで考慮した要員数と想定時間内で，アク
セスルートの確保を含め重⼤事故等に対処
できる設計とする。これらの運⽤に係る体
制，管理等については，保安規定に定め
て，管理する。
・想定される重⼤事故等が発⽣した場合に
おいて，可搬型重⼤事故等対処設備の
保管場所から設置場所への運搬及び接続
場所への敷設，⼜は他の設備の被害状況
を把握するため，再処理事業所内の屋外
道路及び屋内通路をアクセスルートとして確
保できるよう，以下の設計とする。
・アクセスルートは，環境条件として考慮し
た事象を含め，⾃然現象，⼈為事象，
溢⽔，化学薬品の漏えい及び⽕災を考慮
しても，運搬，移動に⽀障をきたすことのな
いよう，迂回路も考慮して複数のアクセス
ルートを確保する設計とする。

・重⼤事故等対処設備は，共通要因の特
性を踏まえた設計とする。共通要因として
は，重⼤事故等における条件，⾃然現
象，⼈為事象，周辺機器等からの影響
及び事業指定(変更許可)を受けた設計基
準より厳しい条件の要因となる事象を考慮
する。
・共通要因のうち周辺機器等からの影響と
して地震，溢⽔，化学薬品漏えい，⽕災
による波及的影響及び内部発⽣⾶散物を
考慮する。
・共通要因のうち事業指定(変更許可)を
受けた設計基準より厳しい条件の要因とな
る事象については，外的事象の地震，⽕
⼭の影響を考慮する。また，内的事象とし
て配管の全周破断を考慮する。
・常設重⼤事故等対処設備は，共通要
因によって設計基準事故に対処するための
設備の安全機能と同時にその機能が損な
われるおそれがないよう，共通要因の特性
を踏まえ，可能な限り多様性，独⽴性，
位置的分散を考慮して適切な措置を講ず
る設計とする。
・建屋等の外から⽔，空気⼜は電⼒を供
給する可搬型重⼤事故等対処設備と常
設設備との接続⼝は，共通要因によって
接続することができなくなることを防⽌するた
め，それぞれ互いに異なる複数の場所に設
置する設計とする。
・可搬型重⼤事故等対処設備は，共通
要因によって設計基準事故に対処するため
の設備の安全機能⼜は常設重⼤事故等
対処設備の重⼤事故等に対処するために
必要な機能と同時にその機能が損なわれる
おそれがないよう，共通要因の特性を踏ま
え，可能な限り多様性，独⽴性，位置
的分散を考慮して適切な措置を講ずる設
計とする。
・可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震，津波，その他の⾃然現象⼜は故意に
よる⼤型航空機の衝突その他のテロリズ
ム，設計基準事故に対処するための設備
及び重⼤事故等対処設備の配置その他の
条件を考慮した上で常設重⼤事故等対処
設備と異なる保管場所に保管する設計とす
る。

・重⼤事故等対処設備は，内的事象を要
因とする重⼤事故等に対処するものと外的
事象を要因とする重⼤事故等に対処するも
のそれぞれに対して想定される重⼤事故等
が発⽣した場合における温度，圧⼒，湿
度，放射線及び荷重を考慮し，その機能
が有効に発揮できるよう，その置場所(使
⽤場所)及び保管場所に応じた耐環境性
を有する設計とするとともに，操作が可能な
設計とする。
・重⼤事故等時の環境条件については，
重⼤事故等における温度，圧⼒，湿度，
放射線，荷重に加えて，重⼤事故による
環境の変化を考慮した環境温度，環境圧
⼒，環境湿度による影響，重⼤事故等
時に汽⽔を供給する系統への影響，⾃然
現象による影響，⼈為事象の影響及び周
辺機器等からの影響を考慮する。
・周辺機器等からの影響としては，地震，
⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいによる波及
的影響及び内部発⽣⾶散物を考慮する。
また，同時に発⽣する可能性のあるMOX
燃料加⼯施設における重⼤事故等による
影響についても考慮する。

・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。

・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する可搬型重⼤事故等対処設備(以
下「対処する可搬型重⼤事故等対処設
備」という。)は，各保管場所における基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対して，
想定する重⼤事故等を踏まえ，崩壊熱除
去，⽔素掃気，放出経路の維持及び放
出抑制等の地震を要因として発⽣する重
⼤事故等に対処するために必要な機能を
損なわないよう，転倒しないよう固縛等の
措置を講ずるとともに，動的機器については
加振試験等により地震を要因として発⽣す
る重⼤事故等に対処するために必要な機
能が損なわれない設計とする。また，ホース
等の静的機器は，複数の保管場所に分
散して保管することにより，地震を要因とし
て発⽣する重⼤事故等に対処するために必
要な機能を損なわない設計とする。

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

（DB固有の設計⽅針）

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔2〜溢⽔3で展開する。）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔26〜溢⽔34の重⼤事故等対処設備の設計⽅針に展開）

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

15



安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（2/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔6

6.2 考慮すべき溢⽔事象
溢⽔評価では，溢⽔源として発⽣要因別に分
類した以下の溢⽔を想定する。
(1) 溢⽔の影響を評価するために想定する機
器の破損等により⽣じる溢⽔(以下「想定破損
による溢⽔」という。)
(2) 再処理施設内で⽣じる異常状態(⽕災を
含む。)の拡⼤防⽌のために設置される系統から
の放⽔による溢⽔(以下「消⽕⽔等の放⽔によ
る溢⽔」という。)
(3) 地震に起因する機器の破損等により⽣じる
溢⽔(燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングに
より発⽣する溢⽔を含む。)(以下「地震起因に
よる溢⽔」という。)
(4) その他の要因(地下⽔の流⼊，地震以外
の⾃然現象，誤操作等)により⽣じる溢⽔(以
下「その他の溢⽔」という。)
溢⽔源となり得る機器は，流体を内包する配
管及び容器(塔，槽類を含む。)とし，設計図
書(施⼯図⾯等)及び必要に応じ現場確認等
により抽出を⾏ったうえ，耐震評価及び応⼒評
価を踏まえ選定する。
なお，「7.3 設計上考慮すべき化学薬品の設
定のための⽅針」の「7.3.1 漏えいによる影響を
検討する化学薬品及び構成部材の抽出」に⽰
す化学薬品についても，機器等に内包される液
体であることを踏まえ，ここで溢⽔源として想定
する。

・溢⽔7〜溢⽔21の前提条件
・溢⽔１，溢⽔２の内容をSAの設計とし
て要求

溢⽔7

6.3 　溢⽔源及び溢⽔量の設定
6.3.1 　想定破損による溢⽔
想定破損による溢⽔は，1系統における単
⼀の機器の破損を想定し，溢⽔源となり
得る機器は流体を内包する配管とし，配
管の破損箇所を溢⽔源として設定する。

溢⽔8

また，破損を想定する配管は，内包する
流体のエネルギに応じて，⾼エネルギ配管
⼜は低エネルギ配管に分類する。

溢⽔9

配管の破損形状の想定に当たっては，⾼
エネルギ配管は，原則「完全全周破断」，
低エネルギ配管は，原則「配管内径の1/2
の⻑さと配管⾁厚の1/2の幅を有する貫通
クラック(以下「貫通クラック」という。)」を想
定する。

溢⽔10

ただし，配管破損の想定に当たって，詳細
な応⼒評価を実施する場合は，発⽣応⼒
と許容応⼒の⽐による応⼒評価の結果に
基づく破損形状を想定する。
⾼エネルギ配管については，ターミナルエン
ド部を除き，発⽣応⼒が許容応⼒の0.8
倍を超える場合は「完全全周破断」，0.4
倍を超え0.8倍以下であれば「貫通クラッ
ク」を想定し，0.4倍以下であれば破損は
想定しない。
また，低エネルギ配管については，発⽣応
⼒が許容応⼒の0.4倍を超える場合は「貫
通クラック」を想定し，0.4倍以下であれば
破損は想定しない。

溢⽔11

応⼒評価の結果により破損形状の想定を
⾏う場合は，評価結果に影響するような
減⾁がないことを確認するために継続的な
⾁厚管理を実施することを保安規定に定め
て，管理する。

溢⽔12

溢⽔源として設定する配管の破損箇所は
溢⽔防護対象設備への溢⽔の影響が最も
⼤きくなる位置とし，溢⽔量は，異常の検
知，事象の判断及び漏えい箇所の特定並
びに現場⼜は中央制御室，使⽤済燃料
の受⼊れ施設及び貯蔵施設の制御室から
の隔離(運転員の状況確認及び隔離操作
を含む。)により漏えい停⽌するまでの時間
を適切に考慮し，想定する破損箇所から
の流出量と隔離後の溢⽔量として隔離範
囲内の系統の保有⽔量を合算して設定す
る。

溢⽔13
なお，⼿動による漏えいの停⽌のために現
場等を確認し操作することを保安規定に定
めて，管理する。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔7〜溢⽔21で展開する。）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔12で展開する。）
（液体を内包する系統に対する溢⽔源の設定については，溢⽔12で展開する。）

（定義）

・溢⽔7〜溢⽔21の前提条件
・配管の全周破断に関する内容をSAの設計として要求
（多様性位置的分散）
共通要因のうち事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事象については，外的事象の地震，⽕⼭の影
響を考慮する。また，内的事象として配管の全周破断を考慮する。
（環境条件等）
重⼤事故等の要因となるおそれとなる事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事象の外的事象の地震
及び⽕⼭の影響（降下⽕砕物による積載荷重）を考慮する。また，内的事象として，配管の全周破断を考慮する。

・溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件
・以下の内容をSAの設計として要求
（多様性位置的分散）
共通要因のうち事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事象については，外的事象の地震，⽕⼭の影
響を考慮する。また，内的事象として配管の全周破断を考慮する。
（環境条件等）
重⼤事故等の要因となるおそれとなる事業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の要因となる事象の外的事象の地震
及び⽕⼭の影響（降下⽕砕物による積載荷重）を考慮する。また，内的事象として，配管の全周破断を考慮する。
（事業変更許可　⼋．ハ．(3)(ⅰ)(a)より）
核燃料物質の漏えいは⽣じるが，漏えいする溶液の濃度が未臨界濃度であれば事故の発⽣は想定されない。また，漏えいする溶液
の濃度が未臨界濃度を超える場合でも，漏えいを検知して１時間以内に漏えいを停⽌することにより，漏えい液受⽫の核的制限値
の保持機能は維持されることから事故の発⽣は想定されない。

－

（運⽤要求）

（定義）

（運⽤要求）

【想定破損】
○評価
漏えい停⽌までの時間，隔離後の系統保有量を考慮した溢⽔量を評価する。
（溢⽔源設定における,　配置設計については、溢⽔26〜34で防護対象設備のシステム設計として展開）
（蒸気遮断弁の設計，評価については，溢⽔40で展開する。）
（漏えい検知器及び液位計の設計，評価については，溢⽔42で展開する。）
【配管の全周破断】
１時間漏えい量を評価する。
（溢⽔源設定における,　配置設計については、溢⽔26〜34で防護対象設備のシステム設計として展開）
（漏えい検知器及び液位計の設計，評価については，溢⽔42で展開する。）

【想定破損】
○構造設計
溢⽔源設定における，発⽣応⼒と許容応⼒の⽐を評価するための配管の構造設計
（溢⽔源設定における,　配置設計については、溢⽔26〜34で防護対象設備のシステム設計として展開）
○評価
発⽣応⼒と許容応⼒の⽐による応⼒評価による溢⽔源の破損形状を評価する。

【配管の全周破断】
○構造設計
溢⽔源として設定する対象配管の特定
（溢⽔源設定における,　配置設計については、溢⽔26〜34で防護対象設備のシステム設計として展開）
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（3/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

溢⽔14

6.3.2 　消⽕⽔等の放⽔による溢⽔
消⽕⽔等の放⽔による溢⽔は，溢⽔防護
対象設備が設置されている建屋(以下「溢
⽔防護建屋」という。)内において，⽔を使
⽤する消⽕設備である屋内消⽕栓及び⽔
噴霧消⽕設備を溢⽔源として設定する。そ
の他，消⽕設備ではないが，消⽕活動に
供する設備として，⽔を噴霧する連結散⽔
からの放⽔を溢⽔源として設定する。
消⽕⽔等の放⽔による溢⽔量について
は，消⽕設備及び消⽕活動に供する設備
からの単位時間当たりの放⽔量と放⽔時
間から設定する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔15

6.3.3 　地震起因による溢⽔
(1)　再処理施設内に設置された機器の破
損による溢⽔
地震起因による溢⽔については，耐震Ｓク
ラス機器は基準地震動Ｓｓによる地震⼒
によって破損は⽣じないことから，流体を内
包する系統のうち，基準地震動Ｓｓによ
る地震⼒に対する耐震性が確認されていな
い耐震Ｂ，Ｃクラスに属する系統を溢⽔源
として設定する。

溢⽔16

ただし，耐震Ｂ，Ｃクラスであっても基準
地震動Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性
が確保されるものについては，溢⽔源として
設定しない。

溢⽔17

溢⽔量の算出に当たっては，溢⽔が⽣じる
とした機器について，溢⽔防護対象設備へ
の溢⽔の影響が最も⼤きくなるように評価す
る。

溢⽔18

溢⽔源となる系統については全保有⽔量を
考慮した上で，流体を内包する機器のう
ち，基準地震動Ｓｓによって破損が⽣じる
可能性のある機器について破損を想定し，
その影響を評価する。この場合において，
溢⽔源となる配管は，破損形状を完全全
周破断とし，溢⽔源となる容器は，全保
有⽔量を溢⽔量として設定する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

○評価
単位時間当たりの放⽔時間を基とした溢⽔量を評価する。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は各条の基本設計⽅針で展開する。
（屋内消⽕栓については，構造設計等を第11条で説明（説明グループ５））

○評価
・1.2Ssによる地震⼒によって損傷する流体を内包する機器の全保有⽔量を考慮した溢⽔量を評価する。
・配管の破損形状は完全全周破断として溢⽔量を評価する。

（緊急遮断弁の設計，評価については，溢⽔38で展開する。）

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。
・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する可搬型重⼤事故等対処設備(以
下「対処する可搬型重⼤事故等対処設
備」という。)は，各保管場所における基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対して，
想定する重⼤事故等を踏まえ，崩壊熱除
去，⽔素掃気，放出経路の維持及び放
出抑制等の地震を要因として発⽣する重
⼤事故等に対処するために必要な機能を
損なわないよう，転倒しないよう固縛等の
措置を講ずるとともに，動的機器については
加振試験等により地震を要因として発⽣す
る重⼤事故等に対処するために必要な機
能が損なわれない設計とする。また，ホース
等の静的機器は，複数の保管場所に分
散して保管することにより，地震を要因とし
て発⽣する重⼤事故等に対処するために必
要な機能を損なわない設計とする。

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔18で展開する。）

○構造設計
・耐震B,Cクラス機器，配管について，基準地震動Ssによる地震⼒に対して耐震性を確保するための構造の変更箇所の設計
・耐震B,Cクラス機器，配管について，1.2Ssによる地震⼒に対して耐震性を確保するための構造の変更箇所の設計
・耐震Sクラス機器，配管について，1.2Ssによる地震⼒に対して耐震性を確保するための構造の変更箇所の設計
○評価
溢⽔源として設定しない機器，配管の基準地震動Ssによる地震⼒に対する耐震性を評価する。

○構造設計
・耐震重要度に応じた耐震設計（第6条で構造設計を説明）
・1.2Ssに対する耐震設計
○評価
・耐震重要度に応じた耐震の条件を踏まえた溢⽔源の設定について評価する。（耐震計算書）
・1.2Ssに対する溢⽔源の設定について評価する。（耐震計算書）
（B,Cクラスの溢⽔源除外機器，配管の具体の設計は溢⽔16，溢⽔源とする機器，配管の具体の設計は溢⽔18で説明。）

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔16〜溢⽔18で展開する。）
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（4/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔19

(2) 燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシン
グによる溢⽔
燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシングによ
る溢⽔については，基準地震動Ｓｓによる
地震⼒により⽣じる燃料貯蔵プール・ピット
等のスロッシングによる漏えい⽔を溢⽔源と
して設定する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔20

また，燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシン
グによる溢⽔量については，基準地震動Ｓ
ｓによる地震⼒により⽣じるスロッシングによ
り燃料貯蔵プール・ピット等の外への漏えい
量から設定する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔21

6.3.4 　その他の溢⽔
その他の溢⽔については，地震以外の⾃
然現象やその波及的影響に伴う溢⽔，溢
⽔防護区画内にて発⽣が想定されるその
他の漏えい事象を想定する。
具体的には，地下⽔の流⼊，降⽔のよう
な再処理施設への直接的な影響と，⾶来
物等による屋外タンク等の破損のような間
接的な影響，機器ドレン，機器損傷(配
管以外)，⼈的過誤及び誤作動を想定
し，各事象において溢⽔源及び溢⽔量を
設定する。

溢⽔22

6.4 　溢⽔防護区画及び溢⽔経路の設
定
溢⽔評価に当たっては，溢⽔防護区画を
以下のとおり設定する。
(1) 溢⽔防護対象設備が設置されている
区画
(2) 中央制御室，使⽤済燃料の受⼊れ
施設及び貯蔵施設の制御室
(3) 運転員が，溢⽔が発⽣した区画を特
定するためにアクセスする通路部⼜は必要
により隔離等の操作が必要な設備にアクセ
スする通路部

・ アクセスルートは，環境条件として考慮し
た事象を含め，⾃然現象，⼈為事象，
溢⽔，化学薬品の漏えい及び⽕災を考慮
しても，運搬，移動に⽀障をきたすことのな
いよう，迂回路も考慮して複数のアクセス
ルートを確保する設計とする。
・屋外のアクセスルートは，地震による屋外
タンクからの溢⽔及び降⽔に対しては，道
路上への⾃然流下も考慮した上で，通⾏
への影響を受けない箇所に確保する設計と
する。
・屋内のアクセスルートにおいては，機器か
らの溢⽔及び化学薬品漏えいを考慮し，
防護具を配備し，必要に応じて着⽤するこ
と。また，地震時に通⾏が阻害されないよう
に，アクセスルート上の資機材の落下防
⽌，転倒防⽌及び固縛の措置並びに⽕
災の発⽣防⽌対策を実施すること。

・ 対処する常設重⼤事故等対処設備を
設置する建物・構築物は，基準地震動Ｓ
ｓを1.2倍した地震⼒によって設置する建
物・構築物に⽣じる変形等の地震影響にお
いても，対処する常設重⼤事故等対処設
備を⽀持できる設計並びに重⼤事故等の
対処に係る操作場所及びアクセスルートが
保持できる設計とする。
・対処する可搬型重⼤事故等対処設備を
保管する建物・構築物は，基準地震動Ｓ
ｓを1.2倍した地震⼒によって保管する建
物・構築物に⽣じる変形等の地震影響にお
いても，保管場所，操作場所及びアクセ
スルートが保持できる設計とする。

（基準地震動Ssによる地震⼒,基準地震動Ssを1.2倍した地震⼒により⽣じる燃料貯蔵プール・ピット等及び貯⽔槽のスロッシングによる漏えい⽔の溢⽔源の設定につ
いては，溢⽔20で展開する。）

○評価
・基準地震動Ssによる地震⼒,基準地震動Ssを1.2倍した地震⼒により⽣じるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等及び貯⽔槽の外への漏えい量を評価する。

（⽌⽔板及び蓋の設計，評価については，溢⽔43で展開する。）

○評価
・地下⽔の流⼊に対する溢⽔量を評価する。
・機器ドレン，機器損傷(配管以外)，⼈的過誤及び誤動作に対する溢⽔源及び溢⽔量の設定について評価する。

○評価
・降⽔等の建物外部からの流⼊に対する溢⽔量を評価する。
・⾶来物等による屋外タンク等の破損の想定（第8条で具体の破損想定を説明）に対する溢⽔源及び溢⽔量の設定について評価する。

（溢⽔防護区画の具体の評価は溢⽔23,溢⽔24で説明) 該当する設備なし

（溢⽔量）
・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。
・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する可搬型重⼤事故等対処設備(以
下「対処する可搬型重⼤事故等対処設
備」という。)は，各保管場所における基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対して，
想定する重⼤事故等を踏まえ，崩壊熱除
去，⽔素掃気，放出経路の維持及び放
出抑制等の地震を要因として発⽣する重
⼤事故等に対処するために必要な機能を
損なわないよう，転倒しないよう固縛等の
措置を講ずるとともに，動的機器については
加振試験等により地震を要因として発⽣す
る重⼤事故等に対処するために必要な機
能が損なわれない設計とする。また，ホース
等の静的機器は，複数の保管場所に分
散して保管することにより，地震を要因とし
て発⽣する重⼤事故等に対処するために必
要な機能を損なわない設計とする。
（溢⽔源）
⽔供給設備の第１貯⽔槽及び第２貯⽔
槽は，事業指定（変更許可）を受けた
設計基準より厳しい条件の要因となる外的
事象のうちの地震が発⽣し，スロッシングに
よる溢⽔が⽣じたとしても，重⼤事故等へ
の対処に必要な⼗分な量の⽔を確保でき
る設計とする。（第45条基本設計⽅針と
して今後記載予定）

溢⽔31〜溢⽔32に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔31〜溢⽔32に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件
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新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔23

溢⽔防護区画は，壁，扉，堰，床段差
等⼜はそれらの組合せによって他の区画と
分離される区画として設定する。
溢⽔評価に当たっては，溢⽔の影響を受
けて，溢⽔防護対象設備の安全機能を
損なうおそれがある⾼さ(以下「機能喪失⾼
さ」という。)及び溢⽔防護区画を構成する
壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏
まえ，溢⽔防護区画内の⽔位が最も⾼く
なるように，より厳しい結果を与える溢⽔経
路を設定する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔24

また，消⽕活動により区画の防⽔扉，⽔
密扉及び⽔密ハッチを開放する場合は，
開放した防⽔扉，⽔密扉及び⽔密ハッチ
からの消⽕⽔の伝播を考慮する。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔25
防⽔扉及び⽔密扉については，扉の閉⽌
運⽤を保安規定に定めて，管理する。

溢⽔26

・ アクセスルートは，環境条件として考慮し
た事象を含め，⾃然現象，⼈為事象，
溢⽔，化学薬品の漏えい及び⽕災を考慮
しても，運搬，移動に⽀障をきたすことのな
いよう，迂回路も考慮して複数のアクセス
ルートを確保する設計とする。
・屋外のアクセスルートは，地震による屋外
タンクからの溢⽔及び降⽔に対しては，道
路上への⾃然流下も考慮した上で，通⾏
への影響を受けない箇所に確保する設計と
する。
・屋内のアクセスルートにおいては，機器か
らの溢⽔及び化学薬品漏えいを考慮し，
防護具を配備し，必要に応じて着⽤するこ
と。また，地震時に通⾏が阻害されないよう
に，アクセスルート上の資機材の落下防
⽌，転倒防⽌及び固縛の措置並びに⽕
災の発⽣防⽌対策を実施すること。

○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防護
区画及び溢⽔経路の位置関係に関する
設計
○構造設計
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ設置
⼜は保管する設計
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，
溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出し
た溢⽔⽔位を評価する。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，溢
⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と溢
⽔量の低減を考慮したうえで，SA設備
が没⽔の影響により重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわないことを評価
する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防護
区画及び溢⽔経路の位置関係に関する
設計
○構造設計（外的SA）
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ設置
⼜は保管する設計
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，
溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出し
た溢⽔⽔位を評価する。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，溢
⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と溢
⽔量の低減を考慮したうえで，SA設備
が没⽔の影響により重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわないことを評価
する。
○運⽤（内的SA）
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間で修理の対
応を⾏うこと，関連する⼯程を停⽌する
こと等を組み合わせて機能を維持する設
計

（溢⽔対策設備の設計，評価について

○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防護
区画及び溢⽔経路の位置関係に関する
設計
○構造設計
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ設置
⼜は保管する設計
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，
溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出し
た溢⽔⽔位を評価する。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，溢
⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と溢
⽔量の低減を考慮したうえで，SA設備
が没⽔の影響により重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわないことを評価
する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

該当する設備なし 該当する設備なし ○構造設計（外的SA）
対象設備なし

○運⽤（内的SA）
代替設備により必要な機能を確保す
ること，安全上⽀障のない期間で修
理の対応を⾏うこと，関連する⼯程
を停⽌すること等を組み合わせて機能
を維持する設計

○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防
護区画及び溢⽔経路の位置関係に
関する設計
○構造設計
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ
設置⼜は保管する設計
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔
量から算出した溢⽔⽔位を評価す
る。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，
SA設備が没⽔の影響により重⼤事
故等への対処に必要な機能を損なわ
ないことを評価する。

6.5 　溢⽔防護建屋内で発⽣する溢⽔に
関する溢⽔評価及び防護設計⽅針
6.5.1 　没⽔の影響に対する評価及び防
護設計⽅針
想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，溢
⽔防護区画及び溢⽔経路から算出した溢
⽔⽔位に対し，溢⽔防護対象設備が没
⽔により安全機能を損なわないことを評価
する。
また，壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防
⽔扉等の設置による溢⽔防護区画外で発
⽣した溢⽔の流⼊を防⽌する対策並びに
緊急遮断弁の設置及び漏えい検知器の設
置による溢⽔量を低減する対策により，溢
⽔防護対象設備が没⽔により安全機能を
損なわない設計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，
緊急遮断弁等の溢⽔防護設備の設計⽅
針については，第2章　個別項⽬の
「7.3.5　溢⽔防護設備」に⽰す。

・ 溢⽔，化学薬品漏えい及び⽕災並びに
設計基準より厳しい条件の要因となる内的
事象の配管の全周破断に対して常設重⼤
事故等対処設備は，設計基準事故に対
処するための設備の安全機能と同時にその
機能が損なわれるおそれがないよう，可能
な限り位置的分散を図るか⼜は溢⽔，化
学薬品漏えい及び⽕災並びに設計基準よ
り厳しい条件の要因となる内的事象の配管
の全周破断に対して健全性を確保する設
計とする。
・溢⽔，化学薬品漏えい及び⽕災に対し
て建屋の外から⽔，空気⼜は電⼒を供給
する可搬型重⼤事故等対処設備と常設
設備との接続⼝は，溢⽔，化学薬品漏え
い及び⽕災によって接続することができなくな
ることを防⽌するため，それぞれ互いに異な
る複数の場所に設置する設計とする。
・溢⽔，化学薬品漏えい，⽕災，内部発
⽣⾶散物及び設計基準より厳しい条件の
要因となる内的事象の配管の全周破断に
対して可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計基準事故に対処するための設備の安
全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の
重⼤事故等に対処するために必要な機能
と同時にその機能が損なわれるおそれがない
よう，可能な限り位置的分散を図る設計と
する。

・溢⽔，化学薬品漏えい及び⽕災並びに
設計基準より厳しい条件の要因となる内的
事象の配管の全周破断に対して常設重⼤
事故等対処設備は，設計基準事故に対
処するための設備の安全機能と同時にその
機能が損なわれるおそれがないよう，可能
な限り位置的分散を図るか⼜は溢⽔，化
学薬品漏えい及び⽕災並びに設計基準よ
り厳しい条件の要因となる内的事象の配管
の全周破断に対して健全性を確保する設
計とする。
・接続⼝は，設計基準より厳しい条件の要
因となる事象の内的事象のうち配管の全周
破断に対して配管の全周破断の影響により
接続できなくなることを防⽌するため，漏え
いを想定するセル及びグローブボックス内で
漏えいした放射性物質を含む腐⾷性の液
体(溶液，有機溶媒等)に対して健全性を
確保する設計とする。
・溢⽔，化学薬品漏えい，⽕災，内部発
⽣⾶散物及び設計基準より厳しい条件の
要因となる内的事象の配管の全周破断に
対して可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計基準事故に対処するための設備の安
全機能⼜は常設重⼤事故等対処設備の
重⼤事故等に対処するために必要な機能
と同時にその機能が損なわれるおそれがない
よう，可能な限り位置的分散を図る設計と
する。

・溢⽔及び化学薬品の漏えいに対して常設
重⼤事故等対処設備は，想定する溢⽔
量及び化学薬品漏えいに対して，機能を
損なわない⾼さへの設置，被⽔防護及び
被液防護を⾏うことにより，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。
・ただし，内的事象を要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全機能
を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故等
対処設備は，溢⽔，化学薬品漏えい及
び⽕災による損傷を考慮して，代替設備に
より必要な機能を確保すること，安全上⽀
障のない期間で修理の対応を⾏うこと，関
連する⼯程の停⽌等⼜はこれらを適切に組
み合わせることにより，機能を損なわない設
計とする。代替設備により必要な機能を確
保すること，安全上⽀障のない期間で修
理の対応を⾏うこと，関連する⼯程を停⽌
すること等については，保安規定に定め
て，管理する。
・溢⽔，化学薬品漏えい及び⽕災に対し
て可搬型重⼤事故等対処設備は，溢⽔
及び化学薬品漏えいに対しては想定する溢
⽔量及び化学薬品漏えいに対して機能を
損なわない⾼さへの設置⼜は保管，被⽔
防護及び被液防護を⾏うことにより，⽕災
に対しては「9.2.7 　可搬型重⼤事故等
対処設備の内部⽕災に対する防護⽅針」
に基づく⽕災防護を⾏うことにより，重⼤事
故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

・事業指定(変更許可)を受けた設計基準
より厳しい条件の要因となる事象の内的事
象のうち配管の全周破断に対して常設重
⼤事故等対処設備は，漏えいを想定する
セル及びグローブボックス内で漏えいした放
射性物質を含む腐⾷性の液体(溶液，有
機溶媒等)により重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわない設計とする。
・事業指定(変更許可)を受けた設計基準
より厳しい条件の要因となる事象の内的事
象のうち，配管の全周破断に対して可搬
型重⼤事故等対処設備は，漏えいを想
定するセル及びグローブボックス内で漏えいし
た放射性物質を含む腐⾷性の液体(溶
液，有機溶媒等)により重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわない場所に保
管する設計とする。

○評価
・壁，扉，堰，床段差等⼜はそれらの組合せによる溢⽔防護区画の設定について評価する。（アクセスルート含む）
・壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえた溢⽔経路の設定について評価する。（アクセスルート含む）

（壁，扉，堰，床段差等の設計，評価については，溢⽔37で展開する。）

○評価
・消⽕活動により解放する防⽔扉等を踏まえた溢⽔経路の設定について評価する。
（防⽔扉，⽔密扉等の設計，評価については，溢⽔37で展開する。）

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す設計⽅針の前提条件

・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。
・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する可搬型重⼤事故等対処設備(以
下「対処する可搬型重⼤事故等対処設
備」という。)は，各保管場所における基準
地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒に対して，
想定する重⼤事故等を踏まえ，崩壊熱除
去，⽔素掃気，放出経路の維持及び放
出抑制等の地震を要因として発⽣する重
⼤事故等に対処するために必要な機能を
損なわないよう，転倒しないよう固縛等の
措置を講ずるとともに，動的機器については
加振試験等により地震を要因として発⽣す
る重⼤事故等に対処するために必要な機
能が損なわれない設計とする。また，ホース
等の静的機器は，複数の保管場所に分
散して保管することにより，地震を要因とし
て発⽣する重⼤事故等に対処するために必
要な機能を損なわない設計とする。

・ 対処する常設重⼤事故等対処設備を
設置する建物・構築物は，基準地震動Ｓ
ｓを1.2倍した地震⼒によって設置する建
物・構築物に⽣じる変形等の地震影響にお
いても，対処する常設重⼤事故等対処設
備を⽀持できる設計並びに重⼤事故等の
対処に係る操作場所及びアクセスルートが
保持できる設計とする。
・対処する可搬型重⼤事故等対処設備を
保管する建物・構築物は，基準地震動Ｓ
ｓを1.2倍した地震⼒によって保管する建
物・構築物に⽣じる変形等の地震影響にお
いても，保管場所，操作場所及びアクセ
スルートが保持できる設計とする。

○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防護
区画及び溢⽔経路の位置関係に関する
設計
○構造設計
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ設置
⼜は保管する設計
○構造設計（接続⼝の⼀部）
想定破損による没⽔に対し，⼀時的な
没⽔に対して液体が接続⼝内に侵⼊し
ない構造とする設計。また，想定破損に
よる収束後の⽔位に対して，⽔位を低
下させる措置を講じて接続性を確保する
設計。
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，
溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出し
た溢⽔⽔位を評価する。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，溢
⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と溢
⽔量の低減を考慮したうえで，SA設備
が没⽔の影響により重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわないことを評価
する。
○運⽤（内的SA設備の⼀部）
復旧までの間，再処理⼯程を停⽌する
ことで機能を維持する設計

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

（運⽤要求）
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新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔27

6.5.2 　被⽔の影響に対する評価及び防
護設計⽅針
想定した溢⽔源からの直線軌道及び放物
線軌道の⾶散による被⽔，消⽕⽔等によ
る被⽔並びに天井⾯の開⼝部⼜は貫通部
からの被⽔に対し，影響を受ける範囲内に
ある溢⽔防護対象設備が安全機能を損な
わないことを評価する。
また，被⽔の影響を受けないよう保護構造
を有する設計，壁(貫通部⽌⽔処置を含
む。)，防⽔扉等の設置による溢⽔防護区
画外で発⽣した溢⽔の流⼊を防⽌する対
策及び溢⽔防護板の設置による発⽣した
溢⽔の溢⽔防護対象設備への被⽔を防
⽌する対策により，溢⽔防護対象設備が
被⽔により安全機能を損なわない設計とす
る。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，
溢⽔防護板等の溢⽔防護設備の設計⽅
針については，第2章　個別項⽬の
「7.3.5　溢⽔防護設備」に⽰す。

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する設
計
・被⽔防護する設計
○配置設計
・被⽔影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・SA設備の保護構造，溢⽔対策設備
による溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響の防
⽌を考慮したうえで，SA設備が溢⽔源
からの直線軌道及び放射線軌道の⾶散
による被⽔の影響により重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわないことを評
価する。
【運⽤（内的SA設備の⼀部）】
復旧までの間，再処理⼯程を停⽌する
ことで機能を維持する設計

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する設
計
・被⽔防護する設計
○配置設計
・被⽔影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・SA設備の保護構造，溢⽔対策設備
による溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響の防
⽌を考慮したうえで，SA設備が溢⽔源
からの直線軌道及び放射線軌道の⾶散
による被⽔の影響により重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわないことを評
価する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する設
計
・被⽔防護（保管容器，防⽔シート含
む）する設計
○配置設計
・被⽔影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・SA設備の保護構造（保管容器，防
⽔シート含む），溢⽔対策設備による
溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響の防⽌を考
慮したうえで，SA設備が溢⽔源からの直
線軌道及び放射線軌道の⾶散による被
⽔の影響により重⼤事故等への対処に
必要な機能を損なわないことを評価す
る。

該当する設備なし 該当する設備なし ○構造設計（外的SA）
対象設備なし

○運⽤（内的SA）
代替設備により必要な機能を確保す
ること，安全上⽀障のない期間で修
理の対応を⾏うこと，関連する⼯程
を停⽌すること等を組み合わせて機能
を維持する設計

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関す
る設計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する
設計
○評価
・SA設備の保護構造，溢⽔対策設
備による溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響
の防⽌を考慮したうえで，SA設備が
溢⽔源からの直線軌道及び放射線
軌道の⾶散による被⽔の影響により
重⼤事故等への対処に必要な機能
を損なわないことを評価する。

溢⽔28

消⽕⽔等の放⽔による溢⽔に対しては，
溢⽔防護対象設備が設置されている溢⽔
防護区画において固定式消⽕設備等の⽔
を⽤いない消⽕⼿段を採⽤することにより，
被⽔の影響が発⽣しない設計とする。

・消⽕⽔等の放⽔に対する溢⽔防護区
画の設定（溢⽔防護区画設定の具体
の設計は溢⽔22〜溢⽔25で説明。
・⽔を使⽤しない消⽕設備の配置，構
造（第11条で消⽕設備の構造設計等
を説明（説明グループ5)
【評価】
⽔を⽤いない消⽕⼿段の採⽤を考慮し
たうえで，SA設備が被⽔の影響により対
処に必要な機能を損なわないことを評
価。

・消⽕⽔等の放⽔に対する溢⽔防護区
画の設定（溢⽔防護区画設定の具体
の設計は溢⽔22〜溢⽔25で説明。
・⽔を使⽤しない消⽕設備の配置，構
造（第11条で消⽕設備の構造設計等
を説明（説明グループ5)
【評価】
⽔を⽤いない消⽕⼿段の採⽤を考慮し
たうえで，SA設備が被⽔の影響により対
処に必要な機能を損なわないことを評
価。

・消⽕⽔等の放⽔に対する溢⽔防護区
画の設定（溢⽔防護区画設定の具体
の設計は溢⽔22〜溢⽔25で説明。
・⽔を使⽤しない消⽕設備の配置，構
造（第11条で消⽕設備の構造設計等
を説明（説明グループ5)
【評価】
⽔を⽤いない消⽕⼿段の採⽤を考慮し
たうえで，SA設備が被⽔の影響により対
処に必要な機能を損なわないことを評
価。

【運⽤（内的SA）】
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間で修理の対
応を⾏うこと，関連する⼯程を停⽌する
こと等を組み合わせて機能を維持する設
計

・消⽕⽔等の放⽔に対する溢⽔防護区
画の設定（溢⽔防護区画設定の具体
の設計は溢⽔22〜溢⽔25で説明。
・⽔を使⽤しない消⽕設備の配置，構
造（第11条で消⽕設備の構造設計等
を説明（説明グループ5)
【評価】
⽔を⽤いない消⽕⼿段の採⽤を考慮し
たうえで，SA設備が被⽔の影響により対
処に必要な機能を損なわないことを評
価。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔29

なお，⽔を⽤いる消⽕活動を⾏う場合に
は，⽔を⽤いる消⽕活動による被⽔の影
響を最⼩限に⽌めるため，溢⽔防護対象
設備に対して不⽤意な放⽔を⾏わないこと
を消⽕活動における運⽤及び留意事項とし
て保安規定に定めて，管理する。

（溢⽔26と同じ） （溢⽔26と同じ） ○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する設
計
・被⽔防護する設計
○配置設計
・被⽔影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・SA設備の保護構造，溢⽔対策設備
による溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響の防
⽌を考慮したうえで，SA設備が溢⽔源
からの直線軌道及び放射線軌道の⾶散
による被⽔の影響により重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわないことを評
価する。
【運⽤（内的SA）】
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間で修理の対
応を⾏うこと，関連する⼯程を停⽌する
こと等を組み合わせて機能を維持する設
計

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

（溢⽔26と同じ）－

（運⽤要求）
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（7/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

溢⽔30

6.5.3 　蒸気影響に対する評価及び防護
設計⽅針
想定した溢⽔源からの漏えい蒸気の直接
噴出及び拡散による影響を確認するため
に，空調条件や解析区画を設定して実施
した解析結果を踏まえ，蒸気曝露試験⼜
は机上評価により溢⽔防護対象設備の健
全性を確認することで，蒸気の影響により
安全機能を損なわないことを評価する。
また，壁，扉等の設置による溢⽔防護区
画外からの漏えい蒸気の流⼊を防⽌する対
策，⾃動で漏えい蒸気を隔離する⾃動検
知・遠隔隔離システムの設置及びターミナル
エンド防護カバーの設置による漏えい蒸気
量を低減する対策並びに蒸気防護板によ
る漏えい蒸気の溢⽔防護対象設備への曝
露を防⽌する対策により，溢⽔防護対象
設備が蒸気の影響により安全機能を損な
わない設計とする。
⾃動検知・遠隔隔離システム，蒸気防護
板等の溢⽔防護設備の設計⽅針について
は，第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔防
護設備」に⽰す。

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除
く））

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除
く））

－ （溢⽔26と同じ） 該当する設備なし（蒸気は速やかに拡
散するため影響なし)

該当する設備なし（蒸気は速やかに拡
散するため影響なし)

該当する設備なし（蒸気は速やかに
拡散するため影響なし)

該当する設備なし（蒸気は速やかに
拡散するため影響なし)

溢⽔31

6.5.4 　燃料貯蔵プール・ピット等のスロッ
シング後の機能維持に関する溢⽔評価及
び防護設計⽅針
基準地震動Ｓｓによる地震⼒によって⽣じ
るスロッシングにより，燃料貯蔵プール・ピッ
ト等の外へ漏えいする溢⽔量を三次元流
動解析により評価する。
その際，燃料貯蔵プール・ピット等の周囲に
⽌⽔板及び蓋を設置することにより溢⽔量
を低減する設計とする。

溢⽔32

算出した溢⽔量からスロッシング後の燃料
貯蔵プール・ピット等の⽔位低下を考慮して
も，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却機能
及び燃料貯蔵プール・ピット等への給⽔機
能が確保されることを確認し，それらを⽤い
ることにより適切な⽔温及び遮蔽に必要な
⽔位を維持できる設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・蒸気に対して耐性を有する設計
・蒸気防護する設計
○配置設計
・蒸気影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・空調条件や解析区画を設定した蒸気
拡散解析の実施及び蒸気曝露試験⼜
は机上評価を実施する。
・溢⽔対策設備による漏えい蒸気の流⼊
防⽌，漏えい蒸気量の低減及び蒸気の
暴露防⽌を考慮したうえで，SA設備が
漏えい蒸気の直接噴出及び拡散による
影響により，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわないことを評価する。
○配置設計・運⽤（SA設備の⼀部）
想定破損による蒸気漏えいに対し，予
備品を蒸気影響が及ばない外部保管エ
リアに確保し，機能喪失時に予備品と
交換することで機能を回復する設計。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・蒸気に対して耐性を有する設計
・蒸気防護する設計
○配置設計
・蒸気影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・空調条件や解析区画を設定した蒸気
拡散解析の実施及び蒸気曝露試験⼜
は机上評価を実施する。
・溢⽔対策設備による漏えい蒸気の流⼊
防⽌，漏えい蒸気量の低減及び蒸気の
暴露防⽌を考慮したうえで，SA設備が
漏えい蒸気の直接噴出及び拡散による
影響により，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわないことを評価する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・蒸気に対して耐性を有する設計
・蒸気防護する設計
○配置設計
・蒸気影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・空調条件や解析区画を設定した蒸気
拡散解析の実施及び蒸気曝露試験⼜
は机上評価を実施する。
・溢⽔対策設備による漏えい蒸気の流⼊
防⽌，漏えい蒸気量の低減及び蒸気の
暴露防⽌を考慮したうえで，SA設備が
漏えい蒸気の直接噴出及び拡散による
影響により，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわないことを評価する。
○運⽤（内的SA）
代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のない期間で修理の対
応を⾏うこと，関連する⼯程を停⽌する
こと等を組み合わせて機能を維持する設
計

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・蒸気に対して耐性を有する設計
・蒸気防護する設計
○配置設計
・蒸気影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・空調条件や解析区画を設定した蒸気
拡散解析の実施及び蒸気曝露試験⼜
は机上評価を実施する。
・溢⽔対策設備による漏えい蒸気の流⼊
防⽌，漏えい蒸気量の低減及び蒸気の
暴露防⽌を考慮したうえで，SA設備が
漏えい蒸気の直接噴出及び拡散による
影響により，重⼤事故等への対処に必
要な機能を損なわないことを評価する。
○配置設計・運⽤（SA設備の⼀部）
想定破損による蒸気漏えいに対し，予
備品を蒸気影響が及ばない外部保管エ
リアに確保し，機能喪失時に予備品と
交換することで機能を回復する設計。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

該当する設備なし該当する設備なし 【没⽔】
○システム設計
SA設備と溢⽔源、溢⽔量、溢⽔防護
区画及び溢⽔経路の位置関係に関する
設計
○構造設計
想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ設置
⼜は保管する設計
○評価
・想定した溢⽔源から発⽣する溢⽔量，
溢⽔防護区画及び溢⽔経路から算出し
た溢⽔⽔位を評価する。
・SA設備の機能喪失⾼さを設定し，溢
⽔対策設備による溢⽔の流⼊防⽌と溢
⽔量の低減を考慮したうえで，SA設備
が没⽔の影響により重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわないことを評価
する。

（溢⽔対策設備の設計，評価について
は，溢⽔35〜44で展開する。）

【被⽔】
○システム設計
SA設備と溢⽔源の位置関係に関する設
計
○構造設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する設
計
・被⽔防護（保管容器，防⽔シート含
む）する設計
○配置設計
・被⽔影響を受けない位置に設置⼜は
保管する設計
○評価
・SA設備の保護構造（保管容器，防
⽔シート含む），溢⽔対策設備による
溢⽔の流⼊防⽌と被⽔影響の防⽌を考
慮したうえで，SA設備が溢⽔源からの直
線軌道及び放射線軌道の⾶散による被
⽔の影響により重⼤事故等への対処に
必要な機能を損なわないことを評価す
る。

該当する設備なし（溢⽔26と同じ） 〇システム設計
・貯⽔槽の構造，取⽔⼝の位置関係に
関する設計
○構造設計
スロッシング後においても冷却機能を維持
するために必要な⽔位を維持する設計
○評価
・基準地震動Ssによる地震⼒及び
1.2Ssによる地震⼒により，貯⽔槽の外
へ漏えいする溢⽔量を３次元熱流動解
析に基づき評価する。

【防護対象設備の観点】
該当する設備なし
【スロッシング源⾃体の機能の観点】
〇システム設計
・燃料貯蔵プール・ピット等の構造，配置
及び⽌⽔板及び蓋の位置関係に関する
設計
○構造設計
スロッシング後においても冷却機能，遮
蔽機能及び臨界防⽌機能を維持するた
めに必要な⽔位を維持する設計
○評価
・⽌⽔板による溢⽔量の低減を考慮した
うえで，基準地震動Ssによる地震⼒及
び1.2Ssによる地震⼒により，燃料貯蔵
プール・ピット等の外へ漏えいする溢⽔量
を速度ポテンシャル理論に基づき評価す
る。

（⽌⽔板及び蓋の設計，評価について
は，溢⽔43で展開する。）

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除
く））

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除
く））

溢⽔源⾃体が有する機能維持に関する⽅
針は以下のとおり。
・（第42条）上記に⽰す要因によって発
⽣する燃料貯蔵プール等の冷却機能及び
注⽔機能の喪失並びに燃料貯蔵プール等
からの⽔の漏えいその他の要因による当該
燃料貯蔵プール等の⽔位の低下，また，
燃料貯蔵プール等からの⼤量の⽔の漏えい
その他の要因により当該燃料貯蔵プール等
の⽔位が異常に低下した場合に対して，重
⼤事故の拡⼤を防⽌するために必要な次
に掲げる重⼤事故等対処設備を設ける設
計とする。
・（第45条）⽔供給設備の第１貯⽔槽
及び第２貯⽔槽は，事業指定（変更許
可）を受けた設計基準より厳しい条件の要
因となる外的事象のうちの地震が発⽣し，
スロッシングによる溢⽔が⽣じたとしても，重
⼤事故等への対処に必要な⼗分な量の⽔
を確保できる設計とする。（今後記載追加
予定）

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除
く））
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（8/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔33

6.6　屋外で発⽣する溢⽔に関する溢⽔評
価及び防護設計⽅針
6.6.1　溢⽔防護建屋に対する溢⽔評価
及び防護設計⽅針
 屋外で発⽣を想定する溢⽔が，溢⽔防
護区画に流⼊しないことを評価する。
 また，屋外で発⽣を想定する溢⽔に対し
ては，屋外で発⽣を想定する溢⽔による
影響を評価する上で期待する範囲を境界
とした溢⽔防護建屋内への流⼊を壁(貫通
部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉等により防
⽌する設計とすることにより，建屋内の溢
⽔防護対象設備が安全機能を損なわない
設計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉等
の溢⽔防護設備の設計⽅針については，
第2章　個別項⽬の「7.3.5　溢⽔防護設
備」に⽰す。

該当する設備なし

溢⽔34

6.6.2　屋外の溢⽔防護対象設備に対す
る溢⽔評価及び防護設計⽅針
屋外で発⽣を想定する溢⽔により，屋外
の溢⽔防護対象設備が安全機能を損なわ
ないことを評価する。
また，屋外の溢⽔防護対象設備のうち，
溢⽔の影響を受けるおそれのある部位に対
して，溢⽔⽔位を上回る機能喪失⾼さを
確保すること，保護構造を有すること及び
机上評価にて健全性を確認することによ
り，屋外の溢⽔防護対象設備が没⽔，
被⽔及び蒸気の影響を受けて，安全機能
を損なわない設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし ○構造設計（外的SA）
対象設備なし

○運⽤（内的SA）
代替設備により必要な機能を確保す
ること，安全上⽀障のない期間で修
理の対応を⾏うこと，関連する⼯程
を停⽌すること等を組み合わせて機能
を維持する設計

○システム設計
・屋外のSA設備に対する溢⽔源，
溢⽔経路の位置関係に関する設計
○構造設計
・想定される過渡的溢⽔⽔位以上へ
設置⼜は保管する設計
・IPX４等級相当の耐⽔性を有する
設計
○評価
屋外のSA設備に対する評価条件を
考慮したうえで，屋外の溢⽔防護対
象設備が没⽔，被⽔及び蒸気の影
響により対処に必要な機能を損なわ
ないことを評価

溢⽔35

第2章　個別項⽬
7. その他再処理設備の附属施設
7.3　その他の主要な事項
7.3.5 溢⽔防護設備
溢⽔防護設備の設計に係る共通的な設
計⽅針については，第1章　共通項⽬の
「2.　地盤」，「3.　⾃然現象等」，「5.
⽕災等による損傷の防⽌」，「6.　再処理
施設内における溢⽔による損傷の防⽌」，
「7.　再処理施設内における化学薬品の漏
えいによる損傷の防⽌」及び「9.　設備に対
する要求」に基づくものとする。

溢⽔36

安全機能を有する施設は，再処理施設
内における溢⽔が発⽣した場合において
も，安全機能を損なわない設計とする。
そのために，再処理施設内に設置された機
器及び配管の破損(地震起因を含む。)に
よる溢⽔，再処理施設内で⽣じる異常状
態(⽕災を含む。)の拡⼤防⽌のために設置
される系統からの放⽔による溢⽔⼜は燃料
貯蔵プール・ピット等のスロッシングによる溢
⽔が発⽣した場合においても，溢⽔防護
設備により，溢⽔防護対象設備が安全機
能を損なわない設計とする。
また，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却機
能及び燃料貯蔵プール・ピット等への給⽔
機能を維持できる設計とする。
溢⽔防護設備は，壁(貫通部⽌⽔処置を
含む。)，防⽔扉，⽔密扉，堰，床ドレン
逆⽌弁，溢⽔防護板，⾃動検知・遠隔
隔離システム，ターミナルエンド防護カ
バー，蒸気防護板，地震計，緊急遮断
弁，漏えい検知器，液位計，⽌⽔板及
び蓋で構成し，以下の設計とすることによ
り，溢⽔防護対象設備が溢⽔により安全
機能を損なわない設計とする。

〇システム設計（建屋）
・屋外で発⽣を想定する溢⽔と溢⽔防護建屋(防護区画)の位置関係
○構造設計（建屋）
壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔扉等により外部から⽔が浸⼊しない設計
〇評価（建屋）
・屋外から流⼊量と溢⽔防護区画へ流⼊しないことの評価
・壁，防⽔扉等の評価条件

（壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔扉等の設計，評価については，溢⽔No.37で展開する。）

〇システム設計
・屋外で発⽣を想定する溢⽔と溢⽔防護建屋(防護区画)の位置関係に関する設計
〇評価
・壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔扉等の評価条件を考慮したうえで，屋外から流⼊量と溢⽔防護区画へ流⼊しないことを評価する。

（壁（貫通部⽌⽔処置を含む），防⽔扉等の設計，評価については，溢⽔No.37で展開する。）

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除く））

（溢⽔26と同じ（配管の全周破断を除く））

（冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔36〜溢⽔44で展開する）溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針 （冒頭宣⾔であり，具体の設計は溢⽔37〜溢⽔44で展開する）
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（9/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔38

(2) 溢⽔防護建屋内⼜は建屋間(建屋
外の洞道含む。)に設置する緊急遮断弁
は，制御建屋に設置する地震計からの信
号で作動する⼜は弁の感震機構で作動す
ることにより，他建屋から流⼊する系統を隔
離できる設計とし，溢⽔防護建屋内で発
⽣する溢⽔量を低減する設計とする。
地震計及び緊急遮断弁は，基準地震動
Ｓｓによる地震⼒に対して耐震性を有する
設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし ○システム設計（緊急遮断弁）
・制御建屋に設置する地震計からの信号
で作動する機構⼜は弁の感震機構によ
り系統を隔離するシステムに関する設計
○構造設計（緊急遮断弁）
・地震計及び緊急遮断弁に対する耐震
設計
・1.2Ssに対して機能維持する設計
○評価（緊急遮断弁）
・作動する機構の評価条件，試験
・地震計及び緊急遮断弁に対する耐震
評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔39

(3) 溢⽔防護板は，発⽣した溢⽔の溢
⽔防護対象設備への被⽔を防⽌する設計
とし，溢⽔防護対象設備が被⽔により安
全機能を損なわないよう設置する設計とす
る。
溢⽔防護対象設備を覆う溢⽔防護板
は，主要部材に不燃性材料⼜は難燃性
材料を⽤いて製作し，基準地震動Ｓｓに
よる地震⼒に対して耐震性を有する設計
及び実機を想定した被⽔条件を考慮しても
当該機能を損なわないことを被⽔試験等に
より確認する設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし ○配置設計（溢⽔防護板）
・溢⽔防護板の配置に関する設計
○構造設計（溢⽔防護板）
・溢⽔防護板の材質に関する設計
・1.2Ssに対して機能維持する設計
○評価
・溢⽔防護板に対する耐震評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔40

(4) ⾃動検知・遠隔隔離システム(温度
検出器，蒸気遮断弁)は，蒸気影響を緩
和するため，蒸気の漏えいを検知し，⾃動
で漏えい蒸気を隔離する設計とする。
溢⽔源となる⼀般蒸気等に設置する蒸気
遮断弁は，隔離信号発信後10秒以内に
⾃動隔離する設計とする。
また，⾃動検知・遠隔隔離システムだけで
は溢⽔防護対象設備の健全性が確保され
ない場合には，破損想定箇所にターミナル
エンド防護カバーを設置することで蒸気影響
を軽減する設計とする。

－ 該当する設備なし 該当する設備なし 〇構造設計
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の環境温度及び
圧⼒に対する強度設計
・ターミナルエンド防護カバーの環境温度
及び圧⼒に対する強度設計
〇システム設計
・蒸気の漏えいを検知し，⾃動で漏えい
蒸気を隔離するためのシステムに関する
設計
〇配置設計
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の配置に関する設
計
・ターミナルエンド防護カバーの配置に関
する設計（配置しないことを説明）
〇評価
・⾃動検知・遠隔隔離システム（温度検
出器，蒸気遮断弁）の環境温度及び
圧⼒に対する強度評価
・ターミナルエンド防護カバーの環境温度
及び圧⼒に対する強度評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

該当する設備なし

溢⽔37

(1) 壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防
⽔扉，⽔密扉，⽔密ハッチ，堰及び床ド
レン逆⽌弁は，壁，扉，堰，床段差等
の設置状況を踏まえて流⼊防⽌対策を図
ることにより，溢⽔防護区画外の溢⽔に対
して，流⼊を防⽌する設計とする。
また，溢⽔防護対象設備周囲に設置する
堰は，溢⽔防護対象設備が没⽔しないよ
う設置する設計とする。
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)，防⽔扉，
⽔密扉，⽔密ハッチ，堰及び床ドレン逆
⽌弁並びに溢⽔防護対象設備周囲に設
置する堰は，発⽣した溢⽔による⽔位や
⽔圧に対して流⼊防⽌機能が維持できる
設計とするとともに，基準地震動Ｓｓによ
る地震⼒等の溢⽔の要因となる事象に伴
い⽣じる荷重や環境に対して必要な当該
機能が損なわれない設計とする。
また，放射性物質を含む溢⽔が管理区域
外に伝播することを防⽌するために設置する
壁(貫通部⽌⽔処置を含む。)及び堰は，
発⽣した溢⽔による⽔位や⽔圧に対して流
出防⽌機能が維持できる設計とするととも
に，基準地震動Ｓｓによる地震⼒等の溢
⽔の要因となる事象に伴い⽣じる荷重や環
境に対して必要な当該機能が損なわれな
い設計とする。

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針 ・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし ○配置設計（溢⽔防護設備）
SA設備周囲に設置する堰の配置に関す
る設計
○構造設計（溢⽔防護設備）
・壁，防⽔扉，⽔密扉，⽔密ハッチ，
堰及び床ドレン逆⽌弁に対する耐震設
計と強度設計
・1.2Ssに対して必要な機能を維持でき
る設計
○評価（溢⽔防護設備）
壁，防⽔扉，⽔密扉，⽔密ハッチ，堰
及び床ドレン逆⽌弁に対すに対する耐震
評価と強度評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針 ・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針
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安全審査 整理資料 第33条 重⼤事故等対処設備 補⾜説明資料2-2に基づく⻯巻に関するDB/SA⽐較表（10/10） 添付２

新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤ 新規 安重と兼⽤ ⾮安重と兼⽤

多様性・位置的分散 環境条件等 操作性及び試験・検査性 1.2Ss

（外的SA設備）
・ 凝縮器
・ 圧縮空気⾃動供給槽
・ 情報把握計装設備（屋外アンテナ含
む）
・ 重⼤事故対処⽤⺟線分電盤
・ 主配管
・ 軽油貯槽・重油貯槽
・ 貯⽔槽
（内的SA設備）
・ 代替可溶性中性⼦吸収材緊急供給
系
・ 廃ガス貯留設備

など

・ SA発⽣貯槽
・ 主配管
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒ガスモニタ

など

可搬型常設

重⼤事故等対処設備の設計⽅針

安全機能を有する施設の基本設計⽅針
重⼤事故等対処設備の基本設計⽅針

常設
屋内 屋外

（外的SA設備）
・ 主配管
・ 第１供給槽（凝縮⽔回収槽）
・ 排気サンプリング設備
・データ伝送設備
（内的SA設備）
・プルトニウム濃縮⽸圧⼒計
・放射線監視盤

など

・ 計装/通信連絡設備
・ 放管設備
・ ホース・ダクト
・ フィルタ
・ 排⾵機
・ 発電機/分電盤
・ 空気圧縮機

など

・ 第1・2保管庫・貯⽔所
・ 緊急時対策建屋

など

可搬型

・ 建屋
・ 主配管（ダクト）
・ 主排気筒

など

（外的SA設備）
・ 制御建屋
・ 主排気筒管理建屋
（内的SA設備）
・ モニタリングポスト
・ 受電開閉設備

など

・ ポンプ
・ ホース
・ ⾞両
・ 発電機
・ 空気圧縮機

など

溢⽔41

(5) 蒸気防護板は，溢⽔防護対象設備
が蒸気の影響により安全機能を損なわない
よう，溢⽔防護対象設備に対して設置す
る設計とする。
蒸気防護板は，実機を想定した蒸気条件
を考慮した耐蒸気性能を有する設計とす
る。
蒸気防護板は，基準地震動Ｓｓによる
地震⼒に対して耐震性を有する設計並び
に蒸気配管の破損により⽣じる環境温度
及び圧⼒に対して当該機能が損なわれな
い設計とする。

－ 該当する設備なし 該当する設備なし ○配置設計（蒸気防護板)
・蒸気防護板の配置に関する設計（配
置しないことを説明）
○構造設計（蒸気防護板)
・蒸気防護板の耐震設計並びに環境温
度及び圧⼒に対する強度設計
○評価
・蒸気防護板の耐震評価及び環境温度
及び圧⼒に対する強度評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔42

(6) 漏えい検知器及び液位計は，溢⽔
の発⽣を検知し，中央制御室，使⽤済
燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設の制御
室からの⼿動遠隔操作⼜は現場操作によ
り漏えい箇所を早期に隔離できる設計とす
る。

該当する設備なし 該当する設備なし 〇構造設計
・漏えい検知器及び液位計の構造に関
する設計（設⼯認として期待するもの）
・漏えい箇所を早期に隔離できる構造に
関する設計
〇システム設計
・漏えい検知システム及び制御室等から
の⼿動遠隔隔離システムに関する設計
〇評価
・溢⽔の発⽣を検知するための条件
・⼿動遠隔の隔離ができる条件

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔43

(7) ⽌⽔板及び蓋は，燃料貯蔵プール・
ピット等の周囲に設置することによりスロッシ
ング⽔量を低減し，燃料貯蔵プール・ピット
等の冷却機能及び燃料貯蔵プール・ピット
等への給⽔機能が確保されることを確認
し，それらを⽤いることにより適切な⽔温及
び遮蔽に必要な⽔位を維持できる設計とす
る。
⽌⽔板及び蓋は，地震，⽕災荷重及び
環境条件に対して，スロッシング⽔量を低
減する性能が損なわれない設計とする。

該当する設備なし 該当する設備なし ○構造設計
・⽌⽔板及び蓋の構造に関する設計
・⽌⽔板及び蓋のスロッシング⽔荷重に
対する強度設計及び耐震設計
・1.2Ssに対して機能維持する設計
○配置設計
・⽌⽔板及び蓋の配置に関する設計
○評価
・⽌⽔板及び蓋のスロッシング⽔荷重に
対する強度評価及び耐震評価

該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし 該当する設備なし

溢⽔44

溢⽔防護設備については，保守点検等の
運⽤を適切に実施することを保安規定に定
めて，管理する。

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針 ・ 地震を要因として発⽣する重⼤事故等に
対処する常設重⼤事故等対処設備(以下
「対処する常設重⼤事故等対処設備」とい
う。)は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地
震⼒に対して，想定する重⼤事故等を踏
まえ，崩壊熱除去，⽔素掃気，放出経
路の維持及び放出抑制等の地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能を損なわない設計とする。
・ 対処する常設重⼤事故等対処設備
は，基準地震動Ｓｓを1.2倍した地震⼒
によって設置する建物・構築物に⽣じる変
形等の地震影響を考慮し，地震を要因と
して発⽣する重⼤事故等に対処するために
必要な機能が維持できる設計とする。

溢⽔26〜溢⽔34に⽰す重⼤事故等対遺書設備の基本設計⽅針の前提となる⽅針 （運⽤要求）
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１．評価条件（溢⽔
源、溢⽔防護区画・
経路）(No.7〜25)

２．評価(防護⽅針)
(No.26〜34)

３．対策設備
(No.35〜44)

冒頭宣⾔・定義・対象選定（No.1〜6）

①溢⽔源・溢⽔量

②溢⽔防護区画・経路

想定破損箇所の構造・配置*1
溢⽔量設定の検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

①溢⽔量の低減

②区画・経路の設定

溢⽔(12条)構造設計等と解析・評価等で⽰す事項の整理（イメージ図）

③防護対象設備の防護

①溢⽔評価と防護⽅針
（屋内、屋外）

＜基本設計⽅針の構成＞ ＜構造設計等＞ ＜解析・評価等＞
想定破損箇所を設定するための応⼒評価
漏えい停⽌時間・系統保有量及び溢⽔量

評価条件となる溢⽔源・溢⽔量、防護区画・溢⽔経路(対策
設備含む)の配置と防護対象設備の位置関係(システム設計) 没⽔︓溢⽔⽔位と機能喪失⾼さ

被⽔︓被⽔における影響（耐⽔性含む）
蒸気︓蒸気影響（温度影響）

検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

⽔を使⽤する消⽕設備の構造・配置*1*2 単位時間当たりの放⽔量と放⽔時間及び溢⽔量

耐震Sクラス機器の構造*1*2
耐震B,Cクラス機器のSsでの耐震性を確保する構造・配置*1

燃料プール等の低減に係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

⾃然現象及び波及的影響により溢⽔源となる設備の構造*1

耐震計算（Sクラス，BCクラス）
溢⽔源の設定及び溢⽔量

スロッシング量及び溢⽔量

溢⽔源の設定及び溢⽔量

③屋外溢⽔源の流⼊防⽌

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1 溢⽔防護区画及び溢⽔経路の設定
【制御室、アクセス通路部含む】

防護対象設備の機能喪失⾼さに係る構造*1
防護対象設備の被⽔，蒸気に対する耐性に係る構造*1

②スロッシング 燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の配置

屋外溢⽔源と壁，扉，堰，床段差等の配置の位置関係 屋外からの流⼊防⽌に係る評価

燃料プールの⽔位（給⽔・遮蔽機能への影響）

〇整理結果の全体像は以下の通り。構造設計等、解析・評価等の整理の考え⽅は次⾴。

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1
耐震設計，強度設計，機能評価

防護板等の構造・配置*1 *1:既⼯認からの改造・追加要求に対して説明
*2:他条⽂で説明する事項であり、提⽰省略

︓評価条件として説明すべき事項を評価に⾶ばしている事項 ︓対策設備として説明すべき事項を評価に⾶ばしている事項灰⾊⽂字︓12条の他のNo.の構造設計等で説明する事項

参考資料
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想定破損箇所の構造・配置*1
溢⽔量設定の検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

溢⽔(12条)構造設計等と解析・評価等で⽰す事項の整理（考え⽅の整理）
＜構造設計等＞

評価条件となる溢⽔源・溢⽔量、防護区画・溢⽔経路(対策設備
含む)の配置と防護対象設備の位置関係(システム設計)

検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

⽔を使⽤する消⽕設備の構造・配置*1*2

耐震Sクラス機器の構造*1*2
耐震B,Cクラス機器のSsでの耐震性を確保する構造・配置*1

燃料プール等のスロッシング量低減に係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

⾃然現象及び波及的影響により溢⽔源となる設備の構造*1

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1

防護対象設備の機能喪失⾼さに係る構造*1
防護対象設備の被⽔，蒸気に対する耐性に係る構造*1

燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の配置(システム設
計)

屋外溢⽔源と壁，扉，堰，床段差等の配置の位置関係

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1

防護板等の構造・配置*1

①

②

③

④
⑤

想定破損箇所を設定するための応⼒評価
漏えい停⽌時間・系統保有量及び溢⽔量

没⽔︓溢⽔⽔位と機能喪失⾼さ
被⽔︓被⽔における影響（耐⽔性含む）
蒸気︓蒸気影響（温度影響）

単位時間当たりの放⽔量と放⽔時間及び溢⽔量

耐震計算（Sクラス，BCクラス）
溢⽔源の設定及び溢⽔量

スロッシング量及び溢⽔量

溢⽔源の設定及び溢⽔量

溢⽔防護区画及び溢⽔経路の設定
【制御室、アクセス通路部】

屋外からの流⼊防⽌に係る評価

燃料プールの⽔位（給⽔・遮蔽機能への影響）

耐震設計，強度設計，機能評価

＜解析・評価等＞
①想定破損箇所の応⼒評価を踏まえ、
破損箇所を設定し、溢⽔量を評価す
る際、検知・隔離システムの構造等
を「3.対策設備」で説明し、漏えい
停⽌時間等を評価条件とする。

②燃料プール等の⽌⽔板・蓋の構造
を「3.対策設備」で説明し、スロッ
シング量及び溢⽔量を評価する。

③壁（貫通部⽌⽔等）、扉、堰など
の説明すべき構造を「3.対策設備」
で説明し、防護区画、経路の設定を
⾏う。

④防護対象設備を防護するための設
備の構造設計等を「3.対策設備」で
説明し、溢⽔影響評価に反映する。
防護対象設備⾃体の構造設計等は「2.
評価」で説明する。

⑤「1.評価条件」に係る溢⽔源等の
配置に係る設計は、防護対象設備と
の位置関係を「2.評価」でシステム
設計として説明する。

⑥屋外溢⽔源からの建屋内流⼊防⽌
に対する位置関係を「2.評価」で
システム設計として説明する。

１
・
評
価
条
件

２
．
評
価

３
．
対
策
設
備

⑥

＜構造設計等の整理の考え⽅＞
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想定破損箇所の構造・配置*1
溢⽔量設定の検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

DB/SAの類型設計の整理
＜構造設計等＞

評価条件となる溢⽔源、防護区画・溢⽔経路(対策設備含む)の
配置と防護対象設備の位置関係(システム設計)

検知・隔離システムの構造・配置・システム*1

⽔を使⽤する消⽕設備の構造・配置*1*2

耐震Sクラス機器の構造*1*2
耐震B,Cクラス機器のSsでの耐震性を確保する構造・配置*1

燃料プール等のスロッシング量低減に係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の構造・配置

⾃然現象及び波及的影響により溢⽔源となる設備の構造*1

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1

防護対象設備の機能喪失⾼さに係る構造*1
防護対象設備の被⽔，蒸気に対する耐性に係る構造*1

燃料プール等のスロッシングに係る⽌⽔板・蓋の配置(システム設計)

屋外溢⽔源と壁，扉，堰，床段差等の配置の位置関係

壁，扉，堰，床段差等の構造・配置*1

防護板等の構造・配置*1

想定破損箇所を設定するための応⼒評価
漏えい停⽌時間・系統保有量及び溢⽔量

没⽔︓溢⽔⽔位と機能喪失⾼さ
被⽔︓被⽔における影響（耐⽔性含む）
蒸気︓蒸気影響（温度影響）

単位時間当たりの放⽔量と放⽔時間及び溢⽔量

耐震計算（Sクラス，BCクラス）
溢⽔源の設定及び溢⽔量

スロッシング量及び溢⽔量

溢⽔源の設定及び溢⽔量

溢⽔防護区画及び溢⽔経路の設定
【制御室、アクセス通路部】

屋外からの流⼊防⽌に係る評価

燃料プールの⽔位（給⽔・遮蔽機能への影響）

耐震設計，強度設計，機能評価

＜解析・評価等＞

１
・
評
価
条
件

２
．
評
価

３
．
対
策
設
備
＜留意事項＞
燃料貯蔵プールの⽔位の評価は給⽔・遮蔽機能への評価であり、SAの使⽤済燃料損傷防⽌に係る評価と合わせて、説明グループ３で説明予定。

＜SAの追加事項＞
セル内の放射性物質を含む腐⾷性流体を内包
する配管破損

1.0S➡1.2Ssでの溢⽔源の設定と溢⽔量

緊急時対策所、アクセルルートの設定

1.0S➡1.2Ssでのスロッシング量と溢⽔量

1.0S➡1.2Ssでの耐震評価，機能維持評価

使⽤済燃料損傷防⽌に係る評価

没⽔：想定破損による没⽔及び過渡的な⽔位
に対して，接続⼝に⽔が浸⼊しないこと

被⽔：なし
蒸気：常設SA設備の予備品による復旧、可

搬型SA設備の予備に期待した機能維持
（可搬SA設備同⼠の同時機能喪失の回避）
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